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まえがき 

 

県では、平成 13 年 10 月１日に個人情報保護条例（平成 13 年岩手県条例第７号。以下

「旧条例」という。）を施行後、同条例に基づき個人情報の保護を推進してきましたが、デ

ジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法律第 37 号）の制

定により個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号。以下「法」という。）が改

正され、令和５年４月１日から地方公共団体も法の適用を受けることとなり、本県におい

ても法の規定に基づき個人情報の保護に関する事務を行うこととなりました。 

また、県においては、法適用と同時に個人情報の保護等に関する条例（令和４年岩手県

条例第 49 号。以下「新条例」という。）を制定し、法が許容する事項について従来の県の

個人情報の保護に関する取扱いを維持する法の特例を定めるとともに、法の規定に基づく

開示請求に係る手数料を定めました。 

個人情報の保護の事務が法定事務に移行することに伴い、法及び新条例に基づく事務に

ついては、個人情報保護等の事務処理の手引きに取りまとめましたので、今後、個人情報

の保護の事務に取扱いについては、同手引きを参考として執り行うこととしてください。 

なお、旧条例に基づく個人情報の保護の事務の取扱いを定めていた個人情報保護事務取

扱要領（平成 13 年８月制定）については、令和５年３月 31 日限り廃止します。 
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Ⅰ はじめに  
１ 手引きの趣旨 

  この手引きは、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号。以

下「法」という。）、個人情報の保護等に関する条例（令和４年岩手県条例第 49

号。以下「条例」という。）その他関係法令に基づく個人情報及び死者に関す

る情報の保護の事務処理に関し、別に定めるもののほか必要な事項を定めて

います。 

  なお、法に基づく事務に係る留意点等については、「個人情報の保護に関す

る法律についての事務対応ガイド（行政機関等向け）」（以下「事務対応ガイ

ド」という。）に取りまとめられています。この手引きの右欄に法令の関係条

項を示しますので、適宜、参照してください。 

 

 この手引きにおい

て、法又は条例に定

義のある用語は、特

段の定めがない限り

法等の用語のとおり

とします。 

２ 個人情報保護の窓口  

 (１) 個人情報保護の窓口 

   個人情報保護に関する事務を取り扱う窓口（以下「個人情報窓口」とい

う。）は、行政情報センター（以下「センター」という。）、行政情報サブセ

ンター（以下「サブセンター」という。）及び行政情報サブセンター地域窓

口（以下「地域窓口」という。）並びに行政情報コーナー（以下「コーナー」

という。）です。 

○岩手県知事部局行

政組織規則第 76条 

 (２) 個人情報窓口の所管区域 

   センターの所管区域は、全域とする。 

サブセンター及び地域窓口並びにコーナーの所管区域は、これらが設置

されている公署の所管区域とする。ただし、広域振興局内に複数のサブセン

ター又は地域窓口がある場合にあっては、本局に設置されているサブセン

ターの所管区域は、他のサブセンター及び地域窓口が設置されている公署

の区域を除く区域とする。 

 

 (３) 個人情報窓口の運営  

   個人情報窓口は、次に掲げる区分に応じそれぞれに定める機関が行うも

のとする。 

  ア センター 総務部総務室 

  イ サブセンター 広域振興局総務部、経営企画部、総務センター又は地域

振興センター 

  ウ 地域窓口 土木センター（北上地区、遠野地区及び千厩地区に限る。） 

  エ コーナー 県外事務所 

 

 (４) 個人情報窓口で行う事務 

  ア センター 

   (ア) 本庁各室課等及び出先機関（以下「担当課等」という。）が保有す

る個人情報の開示請求、訂正請求及び利用停止請求に係る相談、案内及

び受付に関すること。開示請求及び訂正請求にあっては、死者情報に係

るものを含む。 
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   (イ) 個人情報ファイル簿及び個人情報ファイル登録簿（以下「個人情報

ファイル簿等」という。）の配架及び閲覧に関すること。 

   (ウ) 担当課等が行う個人情報又は死者情報の開示の立会いに関するこ

と。 

   (エ) センターで開示を行う場合の開示請求に係る手数料及び送付に要

する費用の徴収に関すること。 

   (オ) 個人情報の開示決定等、訂正決定等若しくは利用停止決定等又は

それらの不作為に係る審査請求の受付に関すること。開示請求及び訂

正請求にあっては、死者情報に係るものを含む。 

   (カ) 担当課等における個人情報及び死者情報の取扱いに関する苦情の

受付に関すること。 

   (キ) 事業者における個人情報の取扱いに関する苦情の相談に関するこ

と。 

   (ク) 個人情報保護及び死者情報の保護に関する事務の取扱いについて

の総合的な調整に関すること。 

  イ サブセンター 

   (ア) ア(ア)及び(イ)並びに(カ)及び(キ)に関すること。 

   (イ) 所管区域内の出先機関が行う個人情報の開示の立会いに関するこ

と。 

   (ウ) サブセンターで開示を行う場合の開示請求に係る手数料及び送付

に要する費用の徴収に関すること。 

   (エ) 所管区域内の出先機関における個人情報保護事務の取扱いについ

ての連絡調整に関すること。 

 

 

 

  ウ 地域窓口 

   (ア) ア(ア)及び(イ)に関すること。 

   (イ) イ(イ)に関すること。 

   (ウ) 地域窓口で開示を行う場合の開示請求に係る手数料及び送付に関

する費用の徴収に関すること。 

 

  エ コーナー 

   (ア) ア(ア)及び(カ)に関すること。 

   (イ) コーナーで開示を行う場合の開示請求に係る手数料及び送付に要

する費用の徴収に関すること。 

 

 (５) 担当課等で行う事務 

  ア 本庁各室課等 

   (ア) 個人情報ファイル簿等の作成に関すること。 

   (イ) 開示請求に係る個人情報又は死者情報の検索及び特定、開示決定

等に係る県、国、独立行政法人等、県以外の地方公共団体、地方独立行

政法人及び開示請求者以外の者（以下「第三者」という。）に対する意

見書提出の機会の付与、開示決定等及びその通知並びに個人情報及び
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死者情報の開示の実施に関すること。 

   (ウ) 口頭又は閲覧による本人に対する保有個人情報の提供に関する事

務取扱要領に基づく口頭提供等の求めの受付及び口頭提供等の実施に

関すること。 

   (エ) 訂正請求に係る個人情報及び死者情報の検索及び特定、訂正決定

等及びその通知並びに訂正の実施に関すること。 

   (オ) 利用停止請求に係る個人情報の検索及び特定、利用停止決定等及

びその通知並びに利用停止の実施に関すること。 

   (カ) 開示決定等、訂正決定等、利用停止決定等又はそれらの不作為に係

る審査請求の要件審査、岩手県情報公開・個人情報保護等審査会（以下

「審査会」という。）に対する諮問及び裁決に関すること。 

   (キ) 個人情報の取扱いに関する苦情の受付及び処理に関すること。 

   (ク) 事業者における個人情報の取扱いに関する苦情の相談に関するこ

と。 

  イ 出先機関 

   (ア) ア(ア)から(オ)まで並びに(キ)及び(ク)に関すること。 

   (イ) 当該出先機関が保有する個人情報が記録された行政文書の閲覧場

所の提供に関すること。（サブセンター及び地域窓口が設置されている

庁舎内の出先機関並びに県外にある出先機関（以下「県外事務所」とい

う。）を除く。） 

   (ウ) 当該出先機関が保有する個人情報の開示請求に係る手数料及び送

付に要する費用の徴収に関すること。（サブセンター及び地域窓口が設

置されている庁舎内の出先機関並びに県外事務所以外の出先機関のう

ち、収入金の収納を行うことができる出納員が置かれている出先機関

に限る。） 

 

  

Ⅱ 個人情報等の取扱いに係る事務  

  行政機関等における個人情報等の取扱いについては、法第５章第２節に取

扱いの制限や講ずべき措置が規定されており、県もこの節の規定の適用を受

けます。 

  具体的な個人情報等の取扱いにおける留意点は、事務対応ガイドの以下の

項に掲載されているので、参照の上、適正な取扱いに留意してください。 

【法第５章第２節】 

○ 4-1 保有に関する制限（法第 61条） 

○ 4-2 取得及び利用の際の遵守事項 

 ・ 4-2-1 利用目的の変更（法第 61条第３項） 

 ・ 4-2-2 本人から書面により取得する際の利用目的の明示（法

第 62条） 

 ・ 4-2-3 不適正な利用・取得の禁止（法第 63条及び第 64条） 
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 ・ 4-2-4 正確性の確保（法第 65条） 

○ 4-3 安全管理措置等 

 ・ 4-3-1 安全管理措置（法第 66条） 

 ・ 4-3-2 従事者の義務（法第 67条） 

○ 4-4 漏えい等の報告等（法第 68条） 

 ・ 4-4-1 委員会への報告（法第 68条第１項） 

 ・ 4-4-2 本人への通知（法第 68条第２項） 

○ 4-5 利用及び提供の制限（法第 69条） 

 ・ 4-5-1 利用目的以外の目的のための利用及び提供の禁止の原

則（法第 69 条第１項） 

 ・ 4-5-2 例外的に利用目的以外の目的のための利用及び提供が

認められる場合（法第 69条第２項） 

 ・ 4-5-3 他法令との適用関係（法第 69条第３項） 

 ・ 4-5-4 行政機関等の内部における利用の制限（法第 69条第４

項） 

 ・ 4-5-5 保有個人情報の提供を受ける者に対する措置要求（法第

70条） 

○ 4-6 利用目的以外の目的のための外国にある第三者への提供

（法第 71条） 

 ・ 4-6-1 利用目的以外の目的のための外国にある第三者への提

供（法第 71 条第１項） 

 ・ 4-6-2 同意取得時の情報提供（法第 71条第２項） 

 ・ 4-6-3 個人情報取扱事業者が講ずべき措置に相当する措置を

継続的に講ずるために必要な体制を整備している者に保有個人

情報を提供した場合に講ずべき措置等（法第 71条第３項） 

○ 4-7 個人関連情報及び仮名加工情報の取扱い 

 ・ 4-7-1 個人関連情報の取扱い（法第 72条） 

 ・ 4-7-2 仮名加工情報の取扱い（法第 73条） 
 

１ 県における適正管理のための体制等 

県における個人情報の適正管理のための体制として、実施機関ごとに総括保

護管理者を置き、各所属には所属の長を保護管理者として置くとともに、各所属

に一人又は複数人の保護担当者を置くこととしてください。 

（※知事部局においては、総務部長を総括保護責任者、各所属の長を保護管理

者とし、また、各所属において一人又は複数人の保護担当者を置き、保有する個

人情報について適切な管理のための措置を講ずる体制としています。（知事の保

有する個人情報の適切な管理のための措置に関する指針 第２章）） 

職員は、それぞれが担当する事務に関し、保有個人情報を適正に取り扱わなけ

ればなりません。 

各所属は、個人情報の取扱いに疑義が生じたときは、適時に総務室に相談し、
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指示又は助言を受けてください。 

総務室は、個人情報の適正な取扱いを確保するため、各所属に対して必要な支

援を行うものとします。 

 

 

●法第 67条 

２ 安全管理措置  

 (１) 法により求められる義務 

  ア 行政機関等の義務 

    行政機関の長等（県を含む。以下同じ。）は、保有個人情報の漏えい、

滅失又は毀損（以下「漏えい等」という。）の防止その他の保有個人情報

の安全管理のため必要かつ適切な措置を講じるとともに、受託者等に対

しても、必要かつ適切な措置を求め、監督を行わなければなりません。 

●法第 66条 

  イ 受託者及び指定管理者の義務 

    「個人情報取扱事務等の委託基準」及び「指定管理者が行う公の施設の

管理に係る個人情報保護基準」のとおり  

 

３ 漏えい等の報告等 

 (１) 法により求められる義務 

   行政機関の長等は、保有個人情報の漏えい等、個人の権利利益侵害のおそ

れが大きい事態が生じたときは、国の個人情報保護委員会に報告するとと

もに、原則として本人に通知しなければなりません。 

   なお、国の個人情報保護委員会への報告事項等については、個人情報の保

護に関する規則（平成 28年個人情報保護委員会規則第３号。以下「委員会

規則」という。）に定められています。 

 

●法第 68条 

●委員会規則第 43

条～第 45条 

 

 (２) 県における対応 

   個人情報漏えいインシデントが発生した場合の手続については、各実施

機関の長が定めるフローチャートに沿って進めてください。なお、知事部局

におけるフローチャートは、別紙「個人情報漏えい等のインシデント発生時

の報告フローチャート」のとおりです。 

 

４ 個人情報の目的外の利用及び提供  

 (１) 利用及び提供の制限 

   行政機関の長等は、法令に基づく場合を除き、次のア～エのいずれかに該

当するとき以外は利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用

し、又は提供してはなりません。 

  ア 本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき 

  イ 事務又は業務の遂行に必要な限度で内部利用する場合であって、利用

について相当の理由があるとき 

  ウ 他の行政機関等に提供する場合において、提供を受ける者が、事務又は

業務の遂行に必要な限度で利用し、利用について相当の理由があるとき 

  エ ア～ウのほか、専ら学術研究等の目的のため提供するとき、明らかに本

人の利益になるとき、その他提供について特別の理由があるとき 

●法第 69条 

 (２) 「相当の理由」及び「特別の理由」とは  
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  ア 相当の理由 

    少なくとも、社会通念上、客観的にみて合理的な理由があることが求め

られ、相当の理由があるかどうかは、保有個人情報の内容や利用目的等を

勘案して、行政機関の長等が個別に判断することとなります。 

  イ 特別の理由 

    行政機関の長等が個別に判断することとなるが、個人情報の性質、利用

目的等に則して、「相当の理由」よりも更に厳格な理由が必要とされます。 

 

 

 (３) 「相当の理由」及び「特別の理由」の判断 

  ア 過去の個人情報保護審議会答申の取扱い 

    法改正前の本県においては、個人情報の目的外利用・提供の原則禁止に

ついて個人情報保護審議会に諮問し、同原則の適用除外が認められた答

申の蓄積が多くあり、個人情報保護委員会からは、「審議会の答申があっ

たということのみをもって、そのまま従来どおりの運用を継続すること

はできないが、審議会答申の内容を一旦整理し、新法の規定を踏まえて確

認の上、行政機関等の長が適切であると判断するのであれば、従来どおり

の運用の継続は可能」との見解が示されています。 

 

  イ 事項ごとの判断 

   (ア) 過去の答申において適用除外が認められた事項（類型事項・個別事

項） 

     法の規定に照らし、また、当該答申からの経年による事情変化の有無

を検討の上、従来のとおりの取扱いとすることが適切であると所属長

が判断できる場合は、従来どおりの運用を継続することで支障があり

ません。 

 

▲岩手県個人情報保

護審議会答申一覧 

 

   (イ) 過去の諮問例がない新規事項 

     法の規定に照らし、また、過去の本県における類似の答申例等を参考

に、当該所属の長において慎重に判断してください。その際、当該答申

からの経年による事情変化の有無も考慮してください。 

なお、疑義がある場合は総務室情報公開担当に相談してください。 

 

(４)口頭又は閲覧による本人に対する試験結果等の保有個人情報の提供の際

の実施方法等について 

法第 69条第２項第１号に基づき、保有個人情報の本人（以下「本人」とい

う。）から試験結果等の提供を求められたときに本人に対して提供を行うこと

とする場合は、次の事項を参考に対応してください。 

本記載は、「口頭又は閲覧による本人に対する保有個人情報の提供に関する

事務取扱要領（平成 13年 7月 19日制定）」の廃止に伴い、口頭等による当該

本人に対する保有個人情報の提供（以下「口頭提供等」という。）の実施方法

等を例示的に示すものであり、担当課等が法の規定に基づき本手引きにない

対応をすることを妨げません。 

なお、法第 69 条第２項第１号に基づく本人への試験結果等の提供は、法第
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77 条第１項の規定による本人、法定代理人及び任意代理人からの開示請求を

妨げてはなりません。 

ア 口頭提供等をする項目 

   口頭提供等をする試験等の結果の項目は、（得点及び順位、それ以外の

判定要素を含むもの）は、それぞれの試験の性質、内容、口頭提供等をし

た場合の影響等個別の事情を勘案して、適当と認める項目とします。 

 イ 口頭提供等の求めの受付開始日及び受付期間 

   口頭提供等の求めの受付開始日及び受付期間は、それぞれの試験の性

質、内容、口頭提供等をした場合の影響等個別の事情を勘案し、判断する

ものとします。 

  ウ 口頭又は閲覧を実施する場所 

    口頭又は閲覧を実施する場所は原則として、試験を実施する室課等の

執務室等とします。 

    行政情報センターを口頭提供等の実施場所として指定する場合は、様

式 40号により総務室に報告してください。 

    なお、口頭提供等の実施場所を行政情報サブセンターとする場合にあ

っては、当該行政情報サブセンターを運営する広域振興局経営企画部、広

域振興局経営企画部地域振興センター、広域振興局総務部又は広域振興

局総務部総務センターに報告してください。 

エ 受付等 

(ア）本人以外への提供については、本人の同意の厳格な確認が必要とな

るため、提供は本人に限り認めることとします。 

(イ）本人であることの確認は、原則として、受験票、運転免許証、旅券

等本人の顔写真が貼付された書類その他本人であることを確認できる

書類の提示により行います。 

 オ 口頭提供等の実施方法 

(ア）口頭提供等の実施（本人確認を含む）は試験を実施する室課等の担

当者が行うこととし、その方法は原則として口頭提供等をする項目が

記録された行政文書若しくはこれを複写したものの閲覧又は口頭によ

る伝達の方法により行います。 

(イ）担当課等は、閲覧の方法により本人に対して保有個人情報の提供す

る場合に、当該行政文書等に本人以外の情報が記録されているときは、

その部分を紙等で覆い、本人以外の情報が開示されないようにしてく

ださい。 

カ 受験者等への周知 

   担当課等は、口頭提供等をすることができる試験等について、受験案内

等に次の事項を記載し、受験者等にあらかじめ周知してください。 

  (ア）口頭提供等をする項目 

(イ）口頭提供等の受付期間及び受付時間 
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(ウ）口頭提供等の求めの受付場所 

(エ）本人であることを確認するため提示を求める書類 

(オ）その他必要と認める事項 

 

  

Ⅲ 個人情報ファイル簿等の作成・公表等に係る事務  

  個人情報ファイル簿等の作成・公表等の事務については、個人情報ファイル

簿については個人情報の保護に関する法律施行令（平成 15年政令第 507号。

以下「政令」という。）の規定を、個人情報ファイル登録簿については各実施

機関の長が定める規則等（知事部局の場合は、知事が保有する個人情報の保護

等に関する規則（令和５年岩手県規則第 12号。以下「知事規則」という。））

の規定を、それぞれ参照してください。 

 

【個人情報ファイル簿】（政令第 21条） 

・ 作成を要するとき、要しないとき（第１項） 

・ 記載事項の修正、記載の消除（第３項・第４項） 

・ 公表等（第５項） 

【個人情報ファイル登録簿】（知事規則第３条） 

・ 作成を要するとき、要しないとき（第１項・第２項） 

・ 記載事項の修正、記載の消除（第４項・第５項） 

・ 個人情報ファイル簿と個人情報ファイル登録簿間の異動（第６項

～第８項） 

・ 公表等（第９項） 
 

 

  個人情報ファイル簿等の記載方法については、「個人情報ファイル簿・個人

情報ファイル登録簿記載要領」のとおりです。 

  なお、個人情報ファイル簿に記載する行政機関等匿名加工情報に係る事項

については、法第５章第５節に規定されており、県もこの適用を受けます。 

  提案の対象となる個人情報ファイルの選定及び個人情報ファイル簿への記

載については、事務対応ガイドの以下の項に掲載されているので、参照の上、

適正な取扱いに留意してください。 

 

【法第５章第５節】 

○ 7-2 提案の対象となる個人情報ファイルの選定及び個人情報フ

ァイル簿への記載（法第 60条第３項及び第 110条） 
 

 

  

Ⅳ 開示、訂正及び利用停止に係る事務  

１ 開示請求 

 (１) 開示請求の手続の流れ 

   開示請求の手続の流れについては、「個人情報窓口開示請求等事務処理マ

ニュアル」及び「個人情報の保護等事務フローチャート」のとおりです。 

 

 

 (２) 開示請求の手続における留意点  
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   開示請求の手続における留意点は、事務対応ガイドの以下の項に掲載さ

れているので、事務処理に当たり、参照してください。 

   なお、事務対応ガイドではオンラインによる開示請求について記載され

ていますが、本県では、オンラインによる個人情報の開示請求を受け付けて

いないため、事務対応ガイドを参照するに当たっては、その旨を留意してく

ださい。 

 

 

 

 

 

 

・ 6-1-1 開示請求（法第 76条） 

・ 6-1-2 開示請求の手続（法第 77条） 

・ 6-1-3 開示・不開示の審査（法第 78条～第 81条） 

・ 6-1-4 開示決定等の通知（法第 82条） 

・ 6-1-5 開示決定等の期限（法第 83条、第 84条） 

・ 6-1-6 事案の移送（法第 85 条） 

・ 6-1-7 第三者意見の聴取（法第 86条） 

・ 6-1-8 開示の実施（法第 87 条、第 88条） 
 

 

 (３) 県独自の対応 

  ア 開示決定等の期限 

    開示請求に係る個人情報の開示決定等は、請求を受け付けた日の翌日

から起算して 15 日以内に行われなければなりません。 

    なお、やむを得ない理由があるときは、当該期限を 30日以内に限り延

長することができます。この場合、担当課等は、請求があった日の翌日か

ら起算して 15 日以内に開示決定等期限延長通知書（様式第５-１号）に

より開示請求者に通知してください。 

 

◎条例第４条 

  イ 開示決定等の期限の特例 

    開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であって、処理期限を 45日

まで延長したとしても、開示請求に係る保有個人情報の全てについて開

示決定等を行うことが困難な場合には、開示請求に係る個人情報のうち

相当の部分について 45日以内に開示決定等をし、残りの個人情報につい

ては、相当の期間内に開示決定等を行うことができます。この場合、担当

課等は、請求があった日の翌日から起算して 15日以内に開示決定等期限

特例延長通知書（様式第６-１号）により開示請求者に通知してください。

なお、アの開示決定等期限延長を行った後、更に「開示決定等の期限の特

例」を適用することはできないことに注意してください。 

◎条例第５条 

  ウ 存否応答拒否の適否に係る事前協議 

    法第 81 条の規定を適用し開示請求を拒否（存否応答拒否）しようとす

る場合にあっては、当該情報の内容及びこの規定を適用する理由を明ら

かにした上で、その適否について総務室に事前に協議してください。 

◇個人情報の保護に

関する法律等に基づ

く処分に係る審査基

準第５ 

  エ 口頭等による保有個人情報の提供 

    口頭等による保有個人情報の提供については、「口頭又は閲覧による本

人に対する保有個人情報の提供に関する事務取扱要領」のとおりです。 
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 (４) 開示請求手数料 

  ア 手数料の額 

   (ア) 開示請求に係る手数料の額は、保有個人情報が記録されている行

政文書１件につき 300 円です。 

   (イ) 一のファイルにまとめられた複数の行政文書又は相互に密接な関

連を有する複数の行政文書に記録されている保有個人情報の開示請求

を１通の開示請求書で行う場合には、当該複数の行政文書を１件の行

政文書とみなします。 

  イ 手数料の徴収時期及び徴収方法 

    手数料は、条例の規定により開示決定等の通知後速やかに納付させな

ければなりません。また、手数料は、次により徴収することとしてくださ

い。 

   (ア) 個人情報窓口で開示を実施する場合 開示の実施の際に、行政文

書の写し等の交付申込書（様式第 37号）の提出を開示請求者に求めた

上で、出納員又は現金取扱員が、会計規則の定めるところにより現金で

徴収してください。出納員は、現金の納付を受けたときは、開示請求者

に対し、手数料等領収票（様式第 37-２号）を交付してください。 

   (イ) 行政文書の写し等の送付により開示を実施する場合 納入通知書

により、手数料と写し等の送付に要する費用を併せて徴収してくださ

い。なお、開示請求者から送付に要する費用の額に相当する額の郵便切

手が提出された場合には、当該郵便切手を行政文書の写し等の郵送費

用に充てることとして差し支えありません。 

 

●法第 89条第２項 

◎条例第６条第１項 

 

◎条例第６条第２項 

 

 

 

 

◎条例第６条第３項 

 

 

 

 

 

 

 

○知事規則第５条 

  ウ その他 

   (ア) 既納の手数料は、還付することができません。 

   (イ) 開示の請求に係る手数料の歳入科目は、次のとおりです。 

（款）使用料及び手数料 （項）手数料 （目）総務手数料 （節）

総務 

   (ウ) 写し等の送付に要する費用の歳入科目は、次のとおりです。 

（款）諸収入 （項）雑入 （目）雑入 （節）総務 
 

 

◎条例第６条第４項 

   (エ) 債権の管理については、情報公開条例（平成 10年岩手県条例第 49

号）の規定による手数料に係る債権の管理と同様であることから、情報

公開事務取扱要綱（平成 11年３月 23日制定）を参照してください。 

 

 (５) 開示請求の手続における様式 

   別紙参考様式及び様式のとおり 

   なお、請求人が提出する請求書等の参考様式については、規則等に定める

ものではないため、必ずしも参考様式を用いる必要はありませんが、県民か

ら相談があった場合は、過不足なく必要事項を記載できるよう参考様式を

用いるよう助言してください。 

   訂正請求及び利用停止請求に係る請求人が提出する請求書等の参考様式
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についても同様です。 

２ 訂正請求  

 (１) 訂正請求の手続の流れ 

   訂正請求の手続の流れについては、「個人情報窓口開示請求等事務処理マ

ニュアル」及び「個人情報の保護等事務フローチャート」のとおりです。 

 

 (２) 訂正請求の手続における留意点 

   訂正請求の手続における留意点は、事務対応ガイドの以下の項に掲載さ

れているので、事務処理に当たり、参照してください。 

 

 

 

・ 6-2-1 訂正請求（法第 90条第１項及び第２項） 

・ 6-2-2 訂正請求の手続（法第 90条第３項及び第 91条） 

・ 6-2-3 訂正・不訂正の審査（法第 92条） 

・ 6-2-4 訂正決定等の通知（法第 93条） 

・ 6-2-5 訂正決定等の期限（法第 94条及び第 95条） 

・ 6-2-6 事案の移送（法第 96 条） 

・ 6-2-7 保有個人情報の提供先への通知（法第 97条） 
 

 

 (３) 訂正請求の手続における様式 

   別紙参考様式のとおり 

 

３ 利用停止請求  

 (１) 利用停止請求の手続の流れ 

   利用停止請求の手続の流れについては、「個人情報窓口開示請求等事務処

理マニュアル」及び「個人情報の保護等事務フローチャート」のとおりで

す。 

 

 (２) 利用停止請求の手続における留意点 

   利用停止請求の手続における留意点は、事務対応ガイドの以下の項に掲

載されているので、事務処理に当たり、参照してください。 

 

 

 

・ 6-3-1 利用停止請求（法第 98条第１項及び第２項） 

・ 6-3-2 利用停止請求の手続（法第 98条第３項及び第 99条） 

・ 6-3-3 利用停止・不利用停止の審査（法第 100条） 

・ 6-3-4 利用停止決定等の通知（法第 101条） 

・ 6-3-5 利用停止 決定等の期限（法第 102条及び第 103条） 
 

 

 (３) 利用停止請求の手続における様式 

   別紙参考様式のとおり 

 

４ 行政手続法上の審査基準  

  開示請求、訂正請求及び利用停止請求に係る行政手続法上の審査基準は、別

紙「個人情報の保護に関する法律等に基づく処分に係る審査基準」のとおりで

す。 

 

  
Ⅴ 死者情報の取扱いに係る事務  

  法においては、「個人情報」とは生存する個人に関する情報に限られており、 ●法第２条第１項 
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死者情報が同時に遺族等の生存する個人に関する情報でもある場合に限り、

当該遺族等の個人情報として開示が認められています。 

  しかし、死者情報が同時に遺族等の個人情報として開示請求が認められな

いケースであっても、遺族等にとっては自らの個人情報と同視し得るほど重

要かつ切実なものである場合もあると考えられることから、死者情報の開示

請求権等を認めることが遺族等の権利利益の保護のために必要です。そのた

め、本県では、死者情報の保護及び取扱いについても、個人情報とは明確に区

分した上で条例に規定し、遺族等に対し、死者情報の開示請求権及び訂正請求

権を認めています。 

 

 

１ 死者情報の取扱い 

  条例では、実施機関の職員や受託者、指定管理者等に対し、業務上知り得た

死者情報の内容について適正に取り扱う義務を課しており、死者情報につい

ても、個人情報同様、慎重な保護及び適正な取扱いが求められています。 

 

◎条例第８条 

 

２ 死者情報の開示請求、訂正請求 

 (１) 請求権者 

   死者情報の開示又は死者情報の訂正を請求できる者は、当該死者の遺族

等（当該死者の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様

の事情にあった者を含む。）、子、父母、孫、祖父母、兄弟姉妹その他同居の

親族をいう）及び遺族等の法定代理人又は任意代理人に限られます。 

 

◎条例第９条、第 10

条 

 (２) 死者情報の開示請求等の手続 

   個人情報の開示請求等と同様の手続により請求を受けます。ただし、請求

書の記載事項や遺族の本人確認書類等については、条例第 11条第２項から

第５項に特段の定めがありますので、確認してください。 

なお、死者情報の利用停止請求は、法の措置義務違反を前提とした請求権

であり、条例にしか措置義務の定めのない死者情報とは前提が異なり、同一

に取り扱うことができないため、規定を設けていません。 

◎条例第 11 条第１

項 

３ 行政手続条例上の審査基準  

  死者情報の開示請求及び訂正請求に関する行政手続条例上の審査基準は、

個人情報に係る審査基準と同一です。 

 

  
Ⅵ 審査請求に係る事務  

  開示請求に対する措置、訂正請求に対する措置若しくは利用停止請求に対

する措置又はそれらの不作為に係る審査請求があった場合には、次により取

り扱うものとします。 

  なお、死者情報の開示請求に対する措置若しくは訂正請求に対する措置又

はそれらの不作為に対する審査請求の手続については、個人情報の審査請求

の手続の例によることとします。 

 

 

 

◎条例第 11 条第８

項 

１ 審査請求の受付 

 (１) 審査請求書は、センターにおいて受け付けます。 
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 (２) センターは、審査請求書を受け付けた場合には、その写しを保管した上

で、直ちに、当該審査請求書を、当該審査請求に係る処分庁（開示決定その

他の行政処分を行った、又は行うべき担当課等をいいます。以下同じ。）で

ある本庁の担当課等（出先機関が処分庁である場合にあっては、本庁事務主

管課。以下７において同じ。）に送付します。この場合、センターは、出先

機関が処分庁である場合にあっては、当該審査請求書の写しを、当該出先機

関及び所管の広域振興局経営企画部等に送付します。 

２ 審査請求書の要件審査  

 (１) 記載事項の確認 

   本庁の担当課等は、行政不服審査法（平成 26 年法律第 68 号）の規定に

基づき、次の要件について確認してください。 

  ア 審査請求書の記載事項の確認 

   (ア) 開示決定等に係る審査請求の場合 

    ａ 審査請求人の氏名又は名称及び住所又は居所 

    ｂ 審査請求に係る処分の内容 

    ｃ 審査請求に係る処分があったことを知った年月日 

    ｄ 審査請求の趣旨及び理由 

    ｅ 処分庁の教示の有無及びその内容 

    ｆ 審査請求の年月日 

    ｇ 審査請求人が、法人その他の社団若しくは財団である場合、総代を

互選した場合又は代理人によって審査請求をする場合には、その代

表者若しくは管理人、総代又は代理人の氏名及び住所又は居所 

   (イ) 開示請求その他の処分に係る不作為に係る審査請求の場合 

    ａ 当該不作為に係る処分についての申請の内容及び年月日 

    ｂ (ア)ａ、ｆ及びｇの記載事項 

  イ 代表者若しくは管理人、総代又は代理人がある場合は、それぞれの資格

を証明する書面（法人登記簿の謄本・抄本、代表者又は管理人を選任した

ことを証する総会議事録等の写し、成年後見に係る登記事項証明書又は

代理人委任状等）の添付の有無 

  ウ 審査請求期間内（開示決定等があったことを知った日の翌日から起算

して３月以内）の審査請求かどうか。 

  エ 審査請求人適格の有無（開示決定その他の処分又はそれらに係る不作

為によって直接自己の権利利益を侵害された者かどうか。） 

 (２) 審査請求書の補正 

   本庁の担当課等は、当該審査請求が、上記(１)の要件を満たさず不適法な

ものであって、補正を要する場合は、相当の期間を定めて補正を命じてくだ

さい。 

   補正の期間は、補正を要する内容に応じて定める必要がありますが、少な

くとも２週間程度は期間を設けてください。 

 

 

 

■行服法第 19 条第

２項 

 

 

 

 

 

 

■行服法第 19 条第

３項 

 

■行服法第 19 条第

４項 

 

■行服法第 18 条第

１項 

 

 

 

 

■行服法第２条、第

３条 

 

■行服法第 23条 
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 (３) 審査請求についての却下の裁決 

   本庁の担当課等は、当該審査請求が次のいずれかに該当する場合には、当

該審査請求について却下の裁決を行い、裁決書の謄本を審査請求人に送付

してください。この場合、本庁の担当課等は、当該裁決書の写しを総務室

（出先機関が処分庁である場合にあっては、当該出先機関、総務室及び所管

の広域振興局経営企画部等）に送付してください。 

  ア 審査請求が不適法であり、かつ、補正不能である場合 

  イ 補正命令に応じなかった場合 

  ウ 補正命令に定める補正の期間を経過した場合 

 

■行服法第 24条 

 

 

 (４) 審査請求の取下げ 

  ア 審査請求に対する裁決が行われるまでの間に審査請求人から審査請求

の全部又は一部を取り下げる旨の申出があったときは、当該申出に係る

書面（以下「審査請求取下書」という。）の提出を求めてください。 

  イ 審査請求取下書に記載すべき事項は、おおむね次のとおりです。 

   (ア) 審査請求人の氏名又は名称及び住所又は居所 

   (イ) 審査請求書の日付又は審査請求書を提出した日付 

   (ウ) 審査請求に係る処分の内容 

   (エ) 取下げが審査請求の一部である場合においては、審査請求書に記

載した審査請求の趣旨及び理由のうち、取り下げる内容 

  ウ 審査請求取下書の受付は、本庁の担当課等において行ってください。な

お、個人情報窓口に審査請求取下書の提出があった場合には、直ちに、当

該取下書を本庁の担当課等に送付してください。 

  エ 本庁の担当課等は、審査請求取下書を受け付けた場合、当該取下書へ収

受印を押印し、その写しを総務室（出先機関が処分庁である場合にあって

は、当該出先機関、総務室及び所管の広域振興局経営企画部等）に送付し

てください。 

  オ 本庁の担当課等は、エにおいて受け付けた審査請求取下書の供覧をも

って、事案の処理を終了してください。ただし、審査請求の一部に限って

取下げがあった場合は、その他の部分についての審査請求手続を進めて

ください。 

■行服法第 27条 

３ 開示決定等の再検討 

 (１) 本庁の担当課等は、審査請求があったときは、直ちに開示決定等の再検

討を行ってください。 

 (２) 本庁の担当課等は、再検討の結果、審査請求の全部を認容し、当該審査

請求に係る個人情報の全部を開示、訂正又は利用停止することが適当と判

断した場合は、第三者から開示に反対の意思を表示した意見書（以下「反対

意見書」という。）が提出されている場合を除き、原処分を取り消す裁決を

行い、直ちに審査請求人へ裁決書謄本を送付してください。この場合、本庁

の担当課等は、当該裁決書の写しを総務室（出先機関が処分庁である場合に
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あっては、当該出先機関、総務室及び所管の広域振興局経営企画部等）に送

付してください。なお、この場合には、審査会への諮問は要しません。 

 (３) 担当課等は、原処分を取り消す裁決を行い、又は裁決が行われたとき

は、審査請求に係る個人情報の全部を開示、訂正又は利用停止する旨の決定

を行い、開示決定通知書、訂正決定通知書又は利用停止決定通知書により審

査請求人に通知してください。この場合、担当課等は、開示決定通知書等の

写しを総務室（担当課等が出先機関である場合にあっては、総務室、所管の

広域振興局経営企画部等及び本庁事務主管課）に送付してください。 

４ 審査会への諮問 

 (１) 諮問期日等 

   本庁の担当課等は、次に掲げる場合を除き、審査会に諮問をしてくださ

い。 

  ア 審査請求が不適法であり、却下する場合 

  イ 審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る個人情報の全部を開示、

訂正又は利用停止することとする場合（第三者から反対意見書が提出さ

れているときを除く。） 

 (２) 諮問書の作成 

   本庁の担当課等は、審査会に諮問する場合は、諮問書（個人情報について

は様式第 32-１号、第 33-１号、第 34号又は第 35-１号。死者情報について

は様式第 32-２号、第 33-２号又は第 35-２号）を作成してください。 

 (３) 諮問書の提出 

   本庁の担当課等は、諮問書に次に掲げる書類を添付して、総務室へ提出し

てください。 

  ア 開示請求書、訂正請求書又は利用停止請求書の写し 

  イ 開示請求等に対する決定通知書等の写し（不作為に係る審査請求の場

合を除く。） 

  ウ 審査請求書の写し 

  エ 弁明書  

  オ 反論書（審査請求人から提出された場合に限る。） 

  カ 開示の実施を行った保有個人情報が記載された行政文書等の写し（開

示決定等に係る審査請求の場合に限る。） 

  キ その他必要な書類 

 (４) 諮問をした旨の通知 

   本庁の担当課等は、審査会に諮問した場合は、次に掲げる者に、諮問をし

た旨の通知書（審査請求人等）（様式第 36-１号）により、諮問した旨を通

知してください。 

  ア 審査請求人及び参加人 

  イ 開示請求者、訂正請求者又は利用停止請求者（開示請求者等が審査請求

人又は参加人である場合を除く。） 

 

 

●法第 105条第３項 

△審査会条例第３項

第２号 
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  ウ 当該審査請求に係る開示決定その他の処分又はそれらの不作為につい

て反対意見書を提出した第三者（当該第三者が審査請求人又は参加人で

ある場合を除く。） 

５ 審査会が行う調査への対応 

  本庁の担当課等は、審査会から次の事項について求めがあった場合は、これ

に応じなければなりません。 

  なお、(２)又は(３)の資料又は意見書を提出する場合において、岩手県情報

公開・個人情報保護等審査会条例（令和４年岩手県条例第 50 号）第 13 条第

１項の規定により当該資料又は意見書の写しを審査請求人等に送付し、又は

同条第２項の規定により当該資料又は意見書を審査請求人等に閲覧させるこ

とに支障があるときは、その旨及び理由を記載した書面を併せて提出しなけ

ればなりません。 

 (１) 開示決定その他の処分又はそれらの不作為に係る保有個人情報が記録

された行政文書等の提示 

 (２) 開示決定その他の処分又はそれらの不作為に係る行政文書等に記録さ

れている保有個人情報の内容を審査会の指定する方法により分類し、又は

整理した資料の作成・提出 

 (３) (１)及び(２)に定めるもののほか、当該審査請求事案に係る意見書又

は資料の提出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△審査会条例第９条

第１項 

△審査会条例第９条

第３項 

 

△審査会条例第９条

第４項 

６ 意見の陳述等 

  本庁の担当課等は、必要があると認める場合は、審査会に対し、口頭による

意見の陳述の機会を求め、意見書若しくは資料を提出し、又は審査会に提出さ

れた意見書若しくは資料の閲覧を求めるものとする。 

 

△審査会条例第 10

条、第 12 条、第 13

条第２項 

７ 審査会の答申 

  総務室は、審査会から答申があった場合は、答申書を直ちに本庁の担当課等

へ送付します。この場合、総務室は、出先機関が処分庁である場合にあって

は、当該答申書の写しを当該出先機関及び所管の広域振興局経営企画部等に

送付してください。 

  なお、答申書については、審査会からその写しが審査請求人及び参加人に送

付されるとともに、その概要が公表されます。 

 

 

 

 

 

△審査会条例第 15

条 

８ 審理手続の終結 

  本庁の担当課等は、行政不服審査法第９条第３項の規定により読み替えて

適用する同法第 41条第３項の規定による通知は、答申書が送付された後に行

ってください。 

 

９ 審査請求に対する裁決等 

 (１) 本庁の担当課等は、８の通知後、遅滞なく、答申を尊重して、当該審査

請求の裁決を行ってください。 

 (２) 本庁の担当課等は、審査請求に対する裁決を行った場合は、裁決書の謄

本を審査請求人及び参加人へ送付するとともに、その写しを総務室（出先機

 

■行服法第 44条 
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関が処分庁である場合にあっては、当該出先機関、総務室及び所管の広域振

興局経営企画部等）に送付してください。 

 (３) 担当課等は、審査請求を認容（原処分の全部又は一部の取消し）する裁

決を行い、又は裁決が行われたときは、当該裁決に基づき、速やかに、認容

部分について開示決定等を行い、開示請求者等に通知してください。なお、

第三者から反対意見書が提出されている場合で、開示決定を行うときは、当

該第三者に対し、開示決定をした旨及びその理由並びに開示を実施する日

を書面により通知すること、開示決定の日と開示を実施する日との間に少

なくとも２週間を置かなければならないことに注意してください。 

 (４) 担当課等は、開示決定等又は第三者への書面による通知を行ったとき

は、これらの書類の写しを総務室（担当課等が出先機関である場合にあって

は、総務室、所管の広域振興局経営企画部等及び本庁事務主管課）に送付し

てください。 

10 第三者から審査請求があった場合の取扱い 

 (１) 第三者に関する情報が含まれている個人情報に係る開示決定に対して

当該第三者から審査請求があった場合には、審査請求が提起されただけで

は開示の実施は停止されません。 

   したがって、センターは、開示の実施を停止するためには審査請求と併せ

て執行停止の申立てをする必要がある旨を審査請求人に対して説明してく

ださい。 

 (２) 第三者からの審査請求を却下し、又は棄却する裁決を行った場合は、当

該第三者に訴訟提起の機会を確保するため、当該審査請求に係る裁決の日

と開示を実施する日との間に少なくとも２週間を置かなければならないこ

とに注意してください。 

 

■行服法第 25 条第

１項 

 

■行服法第 25 条第

２項 

  

Ⅶ 行政機関等匿名加工情報提案募集に係る事務  

  行政機関等における行政機関等匿名加工情報提案募集については、法第５

章第５節に規定されており、県もこの節の規定の適用を受けます。 

  具体的な提案の募集における留意点は、事務対応ガイドの以下の項に掲載

されているので、参照の上、適正な取扱いに留意してください。 

  なお、行政機関等匿名加工情報の提案募集の対象となる個人情報ファイル

簿の選定等については、P7 を参照願います。 

【法第５章第５節】 

○ 7-3 提案の募集（法第 111条） 

○ 7-4 提案の手続 

〇 7-5 提案の審査等（法第 114 条第１項） 

〇 7-6 手数料等の額（法第 119 条） 

〇 7-7 審査結果の通知等（法第 114条第２項及び第３項） 

〇 7-8 手数料等の納付及び契約の締結（法第 115条） 
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〇 7-9 行政機関等匿名加工情報の作成等（法第 116条） 

〇 7-10 作成した行政機関等匿名加工情報に関する事項のファイ

ル簿への記載及び公表（法第 117条） 

〇 7-11 識別行為の禁止等（法第 121条） 

〇 7-12 従事者の義務（法第 122条） 

〇 7-13 匿名加工情報（行政機関等匿名加工情報を除く）の取扱い

に係る義務（法第 123 条） 

〇 7-14 行政機関等匿名加工情報の提供 

〇 7-15 行政機関等匿名加工情報の作成を委託する場合の留意事

項 

〇 7-16 取扱従事者の変更 

〇 7-17 提供後の行政機関等匿名加工情報に係る規律 

〇 7-18 行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約の解除及び

不適切利用への対応（法第 120条） 

〇 7-19 作成された行政機関等匿名加工情報をその用に供して行

う事業に関する提案等（法第 118条） 

 
 

  担当課等の行政機関等匿名加工情報に係る事務については、「行政機関等匿

名加工情報提供要領」のとおりです。 

 

Ⅷ 苦情の処理等に係る事務  

１ 担当課等の個人情報等の取扱いに関する苦情処理事務 ●法第 128条 

  担当課等の個人情報等の取扱いに関する苦情処理事務については、「個人情

報窓口開示請求等事務処理マニュアル」のとおりです。 

 

２ 事業者の個人情報の取扱いに関する苦情相談事務  

  事業者の個人情報の取扱いに関する苦情相談事務については、「個人情報窓

口開示請求等事務処理マニュアル」のとおりです。 

●法第 14条 

  

  



19 
 

別紙 

個人情報漏えい等のインシデント発生時の報告フローチャート 
 
知事部局におけるインシデントに係る報告、指示等の流れは、矢印の数字の順番です。 

 
              （経   由）     （制度所管室） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 また、法の趣旨、用語の意義、手続における主な留意点は、次のとおりです。 
１ 法の趣旨（法第 68 条） 

行政機関等が保有する個人情報が漏えいするなどした場合、これを放置すれば、個人の権利利
益が侵害されるおそれがあり、行政機関等に対する国民の信頼も失われることとなりかねない。
そこで、法は、行政機関の長等に対し、個人の権利利益を害するおそれが大きい事態が生じた場
合には、個人情報保護委員会（以下「委員会」という。）へ報告するとともに、本人に対して通知
することを求めている。（「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（行政機関等
編）」（以下「ガイドライン」という。）抜粋） 

 
２ インシデントとは 

委員会に報告すべきインシデントとは、保有個人情報に係る漏えい等その他の保有個人情報の
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安全の確保に係る事態であって、個人の権利利益を害するおそれが大きいものであり、具体的に
は次のものが該当します。（法第 68 条第 1項、委員会規則第 43 条） 
また、県の委託事務に係る受託事業者の事故や公の施設に係る指定管理者の事故についても、

インシデントの範囲に含まれます。 
(１) 要配慮個人情報が含まれる保有個人情報（高度な暗号化その他の個人の権利利益を保護
するために必要な措置を講じたものを除く。以下（2）から（4）までにおいて同じ。）の漏え
い等が発生し、又は発生したおそれがある事態 

(２) 不正に利用されることにより財産的被害が生じるおそれがある保有個人情報の漏えい等
が発生し、又は発生したおそれがある事態 

(３) 不正の目的をもって行われたおそれがある保有個人情報の漏えい等が発生し、又は発生
したおそれがある事態 

(４) 保有個人情報に係る本人の数が 100 人を超える漏えい等が発生し、又は発生したおそれ
がある事態 
「漏えい等」とは  （ガイドラインより） 
漏えい等の具体例としては、例えば、次のような場合が考えられます。 
① 保有個人情報を含む書類・電磁的記録等について、第三者に誤送付・誤送信した場
合 

② 盗難や不正アクセス等に遭った場合、情報システムの設定ミス等によりインターネ
ット上で閲覧が可能な状態となっていた場合 

③ 紛失し、又は誤って廃棄した場合 
 
なお、ガイドラインにおいては、法第 68 条第 1 項の規定に基づく報告の対象とならない場

合であっても、県民の不安を招きかねない事案（例えば、公表を要する漏えい等が発生したと
き、個人情報保護に係る内部規程に対する違反があったとき、委託先において個人情報の適切
な管理に関する契約条項等に対する違反があったとき等）については、当該事案の内容、経緯、
被害状況等に応じて、委員会への情報提供を行うことが望ましいとされています。 
 

３ それぞれの手続における留意事項 

 (１) ①の事務を担当する本庁の室課等又は出先機関による報告 

  ア 報告事項は次のとおりです（委員会規則第 44 条第１項）。ただし、報告をしようとする時
点において把握しているものの範囲とし、報告後に把握した場合は、おって追加報告してく
ださい。 
(ア) 事案概要 
(イ) 漏えい等が発生し、又は発生したおそれがある保有個人情報の項目 
(ウ) 漏えい等が発生し、又は発生したおそれがある保有個人情報に係る本人の数 
(エ) 原因 
(オ) 二次被害又はそのおそれの有無及びその内容 
(カ) 本人への対応の実施状況（対応済みの場合に限る。） 
(キ) 公表の実施状況（公表済みの場合に限る。） 
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(ク) 再発防止のための措置（決定済みの場合に限る。） 
(ケ) その他参考となる事項 

イ 委員会への報告は、当該事態を知った日から 30 日以内（当該事態が２(３)に記載の事態
にあっては、60 日以内）に行う必要がある（委員会規則第 44 条第２項）ほか、事務対応ガ
イドにおいては、当該事態を知った日から３～５日以内にその時点で把握している情報を報
告することとされている（速報）ため、報告は速やかに行ってください。 

ウ 委員会への報告は、電気通信回線の故障、災害その他の理由により電子情報処理組織を使
用することが困難である場合を除き、メール等の電子計算機を使用する方法により行う必要
がある（委員会規則第 44 条第３項）ため、電子データで提出することとしてください。 

 (２) ②の経由 

 広域振興局の部等にあっては、広域振興局の経営企画部、本庁の事務主管室課を経由して本
庁各部局主管室課に提出してください。 
 その他の出先機関にあっては、本庁の事務主管室課を経由して本庁各部局主管室課に提出し
てください。 
 本庁の室課等にあっては、本庁各部局主管室課に提出してください。 

 (３) ③の報告 

   本庁各部局主管室課は、次の事項についての方針を検討のうえ、(１)アの報告事項に当該検
討結果を添えて総務部総務室に提出してください。 
ア 本人への対応の方法 
イ 公表の要否、その方法等 
ウ 再発防止のための措置 

 (４) ④から⑥までの指示 

   総務室は、本庁各部局主管室課から提出のあった報告事項及び検討結果に基づき、法の規定
による委員会への報告及び当該個人情報に係る本人への通知の要否を検討の上、各経由者を経
由して当該インシデントに係る本庁の室課等又は出先機関に対して必要な指示をします。 

  ※ ⑨の報告（確報）に時間を要することが見込まれる場合など、事案の内容や状況等によっ
ては、総務室から個人情報保護委員会あて第一報（速報）を報告する場合があります。（参
考：規則第 44 条第１項） 

 (５) ⑦の個人情報の本人に対する通知 

   法の適用を受け、個人情報の本人に対する通知を要する場合は、当該インシデントに係る本
庁の室課等又は出先機関は、当該本人の権利利益を保護するために必要な範囲において、次の
事項を個人情報の本人に通知しなければならない。（法第 68 条第２項、委員会規則第 45 条） 
ア 事案概要 
イ 漏えい等が発生し、又は発生したおそれがある保有個人情報の項目 
ウ 原因 
エ 二次被害又はそのおそれの有無及びその内容 
オ その他参考となる事項 

 (６) ⑧の知事への業務報告 

   ⑦の個人情報の本人に対する通知後、本庁各部局主管室課又は本庁事務主管室課は、事案の
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概要について知事に業務報告をしてください。 
   なお、必要がある場合は、適期に事前の状況報告をすることとしてください。 
 (７) ⑨の委員会への報告 

   総務部総務室は、⑧の知事への業務報告後、委員会規則第 44 条第１項に定める事項につい
て、メール等の電子情報処理組織を用いる方法により委員会へ報告します。  
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【参考】 

○ 個人情報の保護に関する法律 

 （漏えい等の報告等） 
第 68 条 行政機関の長等は、保有個人情報の漏えい、滅失、毀損その他の保有個人情報の安全の
確保に係る事態であって個人の権利利益を害するおそれが大きいものとして個人情報保護委員
会規則で定めるものが生じたときは、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、当該事態
が生じた旨を個人情報保護委員会に報告しなければならない。 

２ 前項に規定する場合には、行政機関の長等は、本人に対し、個人情報保護委員会規則で定める
ところにより、当該事態が生じた旨を通知しなければならない。ただし、次の各号のいずれかに
該当するときは、この限りでない。 

 (１) 本人への通知が困難な場合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わる
べき措置をとるとき。 

 (２) 当該保有個人情報に第 78 条第１項各号に掲げる情報のいずれかが含まれるとき。 
 

○ 個人情報の保護に関する法律施行規則 

 （個人の権利利益を害するおそれが大きいもの） 

第 43 条 法第 68 条第１項の個人の権利利益を害するおそれが大きいものとして個人情報保護委
員会規則で定めるものは、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

 (１) 要配慮個人情報が含まれる保有個人情報（高度な暗号化その他の個人の権利利益を保護す
るために必要な措置を講じたものを除く。以下この条及び次条第１項において同じ。）の漏え
い、滅失若しくは毀損（以下この条及び次条第１項において「漏えい等」という。）が発生し、
又は発生したおそれがある事態 

 (２) 不正に利用されることにより財産的被害が生じるおそれがある保有個人情報の漏えい等
が発生し、又は発生したおそれがある事態 

 (３) 不正の目的をもって行われたおそれがある当該行政機関の長等の属する行政機関等に対
する行為による保有個人情報（当該行政機関の長等の属する行政機関等が取得し、又は取得し
ようとしている個人情報であって、保有個人情報として取り扱われることが予定されているも
のを含む。）の漏えい等が発生し、又は発生したおそれがある事態 

 (４) 保有個人情報に係る本人の数が百人を超える漏えい等が発生し、又は発生したおそれがあ
る事態 

 (５) ［略］ 
 （個人情報保護委員会への報告） 
第 44 条 行政機関の長等は、法第 68条第１項の規定による報告をする場合には、前条各号に定め
る事態を知った後、速やかに、当該事態に関する次に掲げる事項（報告をしようとする時点にお
いて把握しているものに限る。）を報告しなければならない。 

 (１) 概要 
 (２) 漏えい等が発生し、又は発生したおそれがある保有個人情報（前条第３号に定める事態に

ついては、同号に規定する個人情報を含む。次号において同じ。）の項目 
 (３) 漏えい等が発生し、又は発生したおそれがある保有個人情報に係る本人の数 
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 (４) 原因 
 (５) 二次被害又はそのおそれの有無及びその内容 
 (６) 本人への対応の実施状況 
 (７) 公表の実施状況 
 (８) 再発防止のための措置 
 (９) その他参考となる事項 
２ 前項の場合において、行政機関の長等は、当該事態を知った日から 30 日以内（当該事態が前
条第３号に定めるものである場合にあっては、60日以内）に、当該事態に関する前項各号に定め
る事項を報告しなければならない。 

３ 法第 68 条第１項の規定による報告は、電子情報処理組織（個人情報保護委員会の使用に係る
電子計算機と報告をする者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理
組織をいう。以下この項において同じ。）を使用する方法（電気通信回線の故障、災害その他の理
由により電子情報処理組織を使用することが困難であると認められる場合にあっては、別記様式
第６による報告書を提出する方法）により行うものとする。 

 



個人情報保護関係 様式一覧 

通番 様式名 様式 

１ 個人情報の開示、訂正及び利用停止 

１  (１) 開示請求書（参考様式） １-１ 

２  (２) 開示決定通知書 ２-１ 

３  (３) 開示の実施方法等申出書（参考様式） ３-１ 

４  (４) 開示をしない旨の決定通知書 ４-１ 

５  (５) 開示決定等期限延長通知書 ５-１ 

６  (６) 開示決定等期限特例延長通知書 ６-１ 

７  (７) 他の行政機関の長等への開示請求事案移送書 ７-１ 

８  (８) 開示請求者への開示請求事案移送通知書（他の行政機関の長等） ８-１ 

９  (９) 第三者意見照会書（法第 86条第 1項適用） ９-１ 

10  (10) 第三者意見照会書（法第 86条第 2項適用） 10-１ 

11  (11) 第三者開示決定等意見書 11-１ 

12  (12) 開示決定通知を行った旨の反対意見書提出者への通知書 12-１ 

13  (13) 訂正請求書（参考様式） 13-１ 

14  (14) 訂正決定通知書 14-１ 

15  (15) 訂正をしない旨の決定通知書 15-１ 

16  (16) 訂正決定等期限延長通知書 16-１ 

17  (17) 訂正決定等期限特例延長通知書 17-１ 

18  (18) 他の行政機関の長等への訂正請求事案移送書 18-１ 

19  (19) 訂正請求者への訂正請求事案移送通知書 19-１ 

20  (20) 保有個人情報提供先への訂正決定通知書 20-１ 

21  (21) 利用停止請求書（参考様式） 21 

22  (22) 利用停止決定通知書 22 

23  (23) 利用停止をしない旨の決定通知書 23 

24  (24) 利用停止決定等期限延長通知書 24 

25  (25) 利用停止決定等期限特例延長通知書 25 

26  (26) 委任状（個人情報に係る開示請求用）（参考様式） 26-１ 

27  (27) 委任状（特定個人情報に係る開示請求用）（参考様式） 27 

28  (28) 委任状（訂正請求用）（参考様式） 28-１ 

29  (29) 委任状（特定個人情報に係る訂正請求用）（参考様式） 29 

30  (30) 委任状（利用停止請求用）（参考様式） 30 

31  (31) 委任状（特定個人情報に係る利用停止請求用）（参考様式） 31 

32  (32) 諮問書（開示決定等） 32-１ 

33  (33) 諮問書（訂正決定等） 33-１ 

34  (34) 諮問書（利用停止決定等） 34 

35  (35) 諮問書（開示請求・訂正請求・利用停止請求に係る不作為） 35-１ 

36  (36) 諮問をした旨の通知書（審査請求人等） 36-１ 

２ 死者に関する情報の開示及び訂正 

37  (１) 開示請求書（参考様式） １-２ 

38  (２) 開示決定通知書 ２-２ 

39  (３) 開示の実施方法等申出書（参考様式） ３-２ 

40  (４) 開示をしない旨の決定通知書 ４-２ 



41  (５) 開示決定等期限延長通知書 ５-２ 

42  (６) 開示決定等期限特例延長通知書 ６-２ 

43  (７) 他の行政機関の長等への開示請求事案移送書 ７-２ 

44  (８) 開示請求者への開示請求事案移送通知書（他の行政機関の長等） ８-２ 

45  (９) 第三者意見照会書（法第 86条第 1項適用） ９-２ 

46  (10) 第三者意見照会書（法第 86条第 2項適用） 10-２ 

47  (11) 第三者開示決定等意見書 11-２ 

48  (12) 開示決定通知を行った旨の反対意見書提出者への通知書 12-２ 

49  (13) 訂正請求書（参考様式） 13-２ 

50  (14) 訂正決定通知書 14-２ 

51  (15) 訂正をしない旨の決定通知書 15-２ 

52  (16) 訂正決定等期限延長通知書 16-２ 

53  (17) 訂正決定等期限特例延長通知書 17-２ 

54  (18) 他の行政機関の長等への訂正請求事案移送書 18-２ 

55  (19) 訂正請求者への訂正請求事案移送通知書 19-２ 

56  (20) 死者情報提供先への訂正決定通知書 20-２ 

57  (21) 委任状（個人情報に係る開示請求用）（参考様式） 26-２ 

58  (22) 委任状（訂正請求用）（参考様式） 28-２ 

59  (23) 諮問書（開示決定等） 32-２ 

60  (24) 諮問書（訂正決定等） 33-２ 

61  (25) 諮問書（開示請求・訂正請求に係る不作為） 35-２ 

62  (26) 諮問をした旨の通知書（審査請求人等） 36-２ 

３ その他 

63  (１) 行政文書の写し等の交付申込書 37 

64  (２) 手数料等領収票 37-２ 

65  (３) 苦情申出処理票 38 

66  (４) 苦情相談処理票 39 

67  (５) 口頭提供等実施計画報告書 40 

 



（Ａ４） 

 

参考様式第１-１号 開示請求書 

保有個人情報開示請求書 

年  月  日  

 岩手県知事          様 

 

                （ふりがな） 

                 氏名 

                 住所又は居所  〒   -     

                  

                 連絡先（電話番号） 

 

 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第77条第１項の規定に基づき、下記のとおり保

有個人情報の開示を請求します。 

記 

１ 開示を請求する保有個人情報（具体的に特定してください。） 

 

 

 

 

 

 

２ 求める開示の実施方法等（本欄の記載は任意です。） 

  ア又はイに○印を付してください。アを選択した場合は、実施の方法及び希望日を記載してくださ

い。 

 ア 窓口における開示の実施を希望する。 

  ＜実施の方法＞  □閲覧  □写しの交付  □その他（             ） 

  ＜実施の希望日＞    年   月   日 

 イ 写しの送付を希望する。 

 

３ 本人確認等 

 ア 開示請求者  □本人  □法定代理人  □任意代理人 

 イ 請求者本人確認書類  □運転免許証 

  □個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるもの） 

  □在留カード、特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証明書 

  □その他（                                   ） 

 ※ 請求書を送付して請求をする場合には、加えて住民票の写し等を添付してください。 

 ウ 本人の状況等（法定代理人又は任意代理人が請求する場合にのみ記載してください。） 

  (ア) 本人の状況 □未成年者（    年 月 日生）  □成年被後見人 

           □任意代理人委任者 

    （ふりがな） 

  (イ) 本人の氏名 

  (ウ) 本人の住所又は居所 

 エ 法定代理人が請求する場合、次のいずれかの書類を提示し、又は提出してください。 

   請求資格確認書類  □戸籍謄本  □登記事項証明  □その他（        ） 

 オ 任意代理人が請求する場合、次の書類を提示し、又は提出してください。 

   請求資格確認書類  □委任状  □その他（                  ） 

  



（Ａ４） 

 

（参考様式第１-１号 説明） 

１ 「氏名」、「住所又は居所」 

  本人の氏名（旧姓も可）及び住所又は居所を記載してください。ここに記載された氏名及び住所又は居所により開示

決定通知等を行うことになりますので、正確に記載してください。また、連絡を行う際に必要になりますので、電話番

号も記載してください。なお、法定代理人又は任意代理人（以下「代理人」という。）による開示請求の場合には、代

理人の氏名、住所又は居所及び電話番号を記載してください。 

２ 「開示を請求する保有個人情報」 

  開示を請求する保有個人情報が記録されている行政文書等や個人情報ファイルの名称など、開示請求する保有個人情

報を特定できるような情報を具体的に記載してください。 

３ 「求める開示の実施方法等」 

  開示を受ける場合の開示の実施の方法（窓口における開示の実施の方法、窓口における開示を希望する場合の希望日

又は写しの送付）について、希望がありましたら記載してください。なお、実施の方法は各行政機関等の定めるところ

によりますので、希望する方法に対応できない場合があります。 

  開示の実施の方法等については、開示決定後に提出していただく「保有個人情報開示実施申出書」により、別途申し

出ることもできます。 

４ 手数料の納付について 

  保有個人情報が記録されている行政文書１件について 300 円を納付する必要があります。窓口において現金で納付す

ることが可能です。詳しくは、開示請求窓口に確認してください。 

５ 本人確認書類等 

 (１) 来所による開示請求の場合 

   来所して開示請求をする場合、本人確認のため、個人情報の保護に関する法律施行令第 22 条に規定する運転免許

証、個人番号カード（住民基本台帳カード（注）、ただし個人番号通知カードは不可）、在留カード、特別永住者証

明書又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証明書等の住所・氏名が記載されている書類を提示し、又は提出

してください。どのような書類が本人確認書類に当たるのか分からない場合や、これらの本人確認書類の提示又は提

出ができない場合は、開示請求窓口に事前に相談してください。 

  （注） 住民基本台帳カードは、その効力を失うか、個人番号カードの交付を受ける時まで個人番号カードとみなさ

れ、引き続き使用可能です。 

 (２) 送付による開示請求の場合 

   保有個人情報開示請求書を送付して保有個人情報の開示請求をする場合には、(１)の本人確認書類を複写機により

複写したものに併せて、住民票の写し（ただし、開示請求の前 30 日以内に作成されたものに限ります。）を提出して

ください。住民票の写しは、市町村が発行する公文書であり、その複写物による提出は認められません。住民票の写

しが提出できない場合は、開示請求窓口に事前に相談してください。なお、個人番号カードを複写機により複写した

ものを提出する場合は、表面のみ複写し、住民票の写しについては、個人番号の記載がある場合、当該個人番号を黒

塗りしてください。また、資格確認書等を複写機により複写したものを提出する場合は、保険者番号及び被保険者等

記号・番号を黒塗りにしてください。 

 (３) 代理人による開示請求の場合 

   「本人の状況等」欄は、代理人による開示請求の場合にのみ記載してください。必要な記載事項は、保有個人情報

の本人の状況、氏名及び本人の住所又は居所です。代理人のうち、法定代理人が開示請求をする場合には、戸籍謄

本、戸籍抄本、成年後見登記の登記事項証明書その他法定代理人であることを証明する書類（ただし、開示請求の前

30 日以内に作成されたものに限ります。）を提示し、又は提出してください。なお、戸籍謄本その他法定代理人であ

ることを証明する書類は、市町村等が発行する公文書であり、その複写物による提示又は提出は認められません。 

   代理人のうち、任意代理人が開示請求をする場合には、委任状その他その資格を証明する書類（ただし、開示請求

の前 30 日以内に作成されたものに限ります。）を提示し、又は提出してください。ただし、委任状については、①委

任者の実印により押印した上で印鑑登録証明書（ただし、開示請求の前 30 日以内に作成されたものに限ります。）を

添付するか又は②委任者の運転免許証、個人番号カード（ただし個人番号通知カードは不可）等本人に対し一に限り

発行される書類の写しを併せて提示し、又は提出してください。なお、委任状は、その複写物による提示又は提出は

認められません。 



（Ａ４） 

 

様式第２-１号 開示決定通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （開示請求者）  様 

 

岩手県知事               

 

保有個人情報の開示をする旨の決定について（通知） 

 

    年 月 日付けで開示請求のあった保有個人情報については、個人情報の保護に関する法律（平

成15年法律第57号）第82条第１項の規定に基づき、下記のとおり開示することに決定したので通知します。 

記 

１ 開示する保有個人情報（ 全部開示 ・ 部分開示 ） 

 

 

 
 

２ 不開示とした部分とその理由 

 

 

※ この決定に不服がある場合は、行政不服審査法（平成26年法律第68号）の規定により、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３か月以内に、知事に対して審査請求をすることができます（なお、決定があっ

たことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日から起算して１年を経過し

た場合には審査請求をすることができなくなります。）。 

  また、この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）の規定に

より、この決定があったことを知った日から６か月以内に、県を被告として、盛岡地方裁判所に処分の取消しの

訴えを提起することができます（なお、決定があったことを知った日から６か月以内であっても、決定の日から

１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。 
 

３ 開示する保有個人情報の利用目的 

 

 
 

４ 開示の請求に係る手数料 

開示請求に係る保有個人情報が記録されている行政文書（  ）件×300円＝       円 
 

５ 開示の実施の方法等（裏面（又は同封）の説明事項をお読みください。） 

(１) 開示の実施の方法等 

   

(２) 窓口における開示を実施することができる日時及び場所 

   日時：                 場所： 

(３) 写しの送付を希望する場合の準備日数、送付に要する費用（見込額） 

   

  
＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 



（Ａ４） 

 

（様式第２-１号 説明） 

１ 「開示の実施の方法等」 

  開示の実施の方法等については、この通知書を受け取った日から30日以内に、同封した「保有個人情

報の開示の実施方法等申出書」により開示の実施の申出を行ってください。 

  開示の実施の方法は、通知書の５(１)「開示の実施の方法等」に記載されている方法から選択できま

す。なお、実施の方法は各行政機関等の定めるところによりますので、希望する方法に対応できない場

合があります。 

  窓口における開示の実施を選択される場合は、通知書の５(２)「窓口における開示を実施することが

できる日時及び場所」に記載の日時及び場所での実施となります。記載された日時及び場所では都合が

つかない場合は、「本件連絡先」に記載した担当まで連絡してください。なお、開示の実施の準備を行

う必要がありますので、「保有個人情報の開示の実施方法等申出書」は、開示を受ける希望日の前日ま

でには当方に届くように提出願います。 

  また、写しの送付を希望される場合は、「保有個人情報の開示の実施方法等申出書」によりその旨を

申し出てください。なお、この場合は、別途、送付に要する費用負担が必要となります。 

 

２ 決定に対する審査請求等 

  決定に不服がある場合には、行政不服審査法又は行政事件訴訟法により、審査請求又は取消訴訟を提

起することができます。これについて詳しくは、この通知書の「２ 不開示とした部分とその理由」の

「※」をお読みください。 

 

３ 開示の実施について 

 (１) 窓口における開示の実施を選択され、その旨「保有個人情報の開示の実施方法等申出書」により

申し出られた場合は、開示を受ける当日、窓口に来られる際に、この通知書をお持ちください。 

 (２) 写しの送付を希望された場合は、「保有個人情報の開示の実施方法等申出書」に併せて、お知ら

せした送付に要する費用を納付書により納付してください。 

 

４ 本件連絡先 

  開示の実施方法等、審査請求の方法等についてご不明な点がありましたら、本欄に記載した担当まで

お問合せください。 

  



（Ａ４） 

 

参考様式第３-１号 開示の実施方法等申出書 

 

保有個人情報の開示の実施方法等申出書 

年  月  日  

 岩手県知事          様 

 

                （ふりがな） 

                 氏名 

                 住所又は居所  〒   -     

                  

                 連絡先（電話番号） 

 

 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第87条第３項の規定に基づき、下記のとおり申

出をします。 

記 

１ 保有個人情報開示決定通知書の番号等 

  文書番号  

  日  付  

 

２ 求める開示の実施方法 

開示請求に係る保有個人情報の名称等 実施の方法 

 (１) 閲覧 ①全部 

②一部 

（                ） 

 (２) 複写した

ものの交付 

①全部 

②一部 

（                ） 

 (３) その他 ①全部 

②一部 

（                ） 

 

３ 開示の実施を希望する日 

      年  月  日   午前 ・ 午後 

 

４ 「写しの送付」の希望の有無 

  □ 有     □ 無 

 

 

 

 

  

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 



（Ａ４） 

 

様式第４-１号 開示をしない旨の決定通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （開示請求者）  様 

 

岩手県知事               

 

保有個人情報の開示をしない旨の決定について（通知） 

 

    年 月 日付けで開示請求のあった保有個人情報については、個人情報の保護に関する法律（平

成15年法律第57号）第82条第２項の規定により、下記のとおり全部開示しないことに決定したので通知し

ます。 

記 

  

開示請求に係る保有

個人情報の名称等 

 

 

 

 

開示をしないことと

した理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 開示の請求に係る手数料 

開示請求があった保有個人情報に関する行政文書の数（  ）件×300円＝       円 

※ 開示請求があった保有個人情報に関する行政文書の数とは、あなたから開示請求があった行政文書

の数であり、岩手県において保有する行政文書の数を示すものではありません。 

※ この決定に不服がある場合は、行政不服審査法（平成26年法律第68号）の規定により、この決定が

あったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、知事に対して審査請求をすることができま

す（なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日

の翌日から起算して１年を経過した場合には審査請求をすることができなくなります。）。 
 

   また、この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）の規定によ

り、この決定があったことを知った日から６か月以内に、県を被告として、盛岡地方裁判所に処分の取消しの訴

えを提起することができます（なお、決定があったことを知った日から６か月以内であっても、決定の日から１

年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。 

 

 

 

  

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 



（Ａ４） 

 

様式第５-１号 開示決定等期限延長通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （開示請求者）  様 

 

岩手県知事               

 

保有個人情報開示決定等の期限の延長について（通知） 

 

    年 月 日付けで開示請求のあった保有個人情報については、個人情報の保護に関する法律（平

成15年法律第57号）第83条第２項の規定により、下記のとおり開示決定等の期限を延長することとしまし

たので通知します。 

記 

開示請求に係る保有

個人情報の名称等 

 

 

 

 

延長後の期間    日（開示決定等期限      年 月 日） 

延長の理由  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

  



（Ａ４） 

 

様式第６-１号 開示決定等期限特例延長通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （開示請求者）  様 

 

岩手県知事               

 

保有個人情報開示決定等の期限の特例規定の適用について（通知） 

 

    年 月 日付けで開示請求のあった保有個人情報については、個人情報の保護に関する法律（平

成15年法律第57号）第84条の規定により、下記のとおり開示決定等の期限を延長することとしましたので

通知します。 

記 

開示請求に係る保有

個人情報の名称等 

 

 

 

 

法第84条の規定（開

示決定等の期限の特

例）を適用する理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

残りの保有個人情報

について開示決定等

をする期限 

（    年 月 日までに可能な部分について開示決定等を行い、残りの

部分については、次に掲載する期限までに開示決定等を行う予定です。） 

    年 月 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

  



（Ａ４） 

 

様式第７-１号 他の行政機関の長等への開示請求事案移送書 

○○第   号  

年  月  日  

 （他の行政機関の長等）  様 

 

岩手県知事               

 

保有個人情報の開示請求に係る事案の移送について 

 

    年 月 日付けで請求のあった保有個人情報の開示請求に係る事案について、個人情報の保護に

関する法律（平成15年法律第57号）第85条第１項の規定により、下記のとおり移送します。 

記 

開示請求に係る保有

個人情報の名称等 

 

 

 

 

開示請求者氏名等 氏名： 

住所又は居所： 

連絡先： 

 

 法定代理人又は任意代理人による開示請求の場合 

 本人の状況 □未成年者（    年 月 日生） □成年被後見人 

       □任意代理人委任者 

 本人の氏名                           

 本人の住所又は居所                       

 

添付資料等 ・開示請求書 

・移送前に行った行為の概要記録 

・ 

・ 

備考 （複数の他の行政機関の長等に移送する場合には、その旨） 

 

 

 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

  



（Ａ４） 

 

様式第８-１号 開示請求者への開示請求事案移送通知書（他の行政機関の長等） 

○○第   号  

年  月  日  

 （開示請求者）  様 

 

岩手県知事               

 

保有個人情報開示請求に係る事案の移送について（通知） 

 

    年 月 日付けで開示請求のあった保有個人情報については、個人情報の保護に関する法律（平

成15年法律第57号）第85条１項の規定により、下記のとおり移送したので通知します。 

 なお、保有個人情報の開示決定等は、下記の移送先の行政機関等において行われます。 

記 

開示請求に係る保有

個人情報の名称等 

 

 

 

 

移送をした日     年 月 日 

移送の理由  

 

 

 

移送先の行政機関の

長等 

（行政機関の長等） 

 

 （連絡先） 

  部局課室名： 

  担当者名： 

 

  所在地： 

 

  電話番号： 

 

備考  

 

 

 

 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

  



（Ａ４） 

 

様式第９-１号 第三者意見照会書（法第86条第１項適用） 

○○第   号  

年  月  日  

 （第三者利害関係人）  様 

 

岩手県知事               

 

保有個人情報の開示請求に関する意見について（照会） 

 

 （あなた、貴社等）に関する情報が含まれている保有個人情報について、個人情報の保護に関する法律

（平成15年法律第57号）第77条第１項の規定による開示請求があり、当該保有個人情報について開示決定

等を行う際の参考とするため、同法第86条第１項の規定に基づき、御意見を伺うこととしました。 

 つきましては、お手数ですが、当該保有個人情報を開示することにつき御意見があるときは、同封した

「保有個人情報の開示決定等に関する意見書」を提出していただきますようお願いします。 

 なお、提出期限までに意見書の提出がない場合には、特に御意見がないものとして取り扱わせていただ

きます。 

記 

開示請求に係る保有

個人情報の名称等 

 

 

 

 

開示請求の年月日     年 月 日 

開示請求に係る保有

個人情報に含まれて

いる（あなた、貴社

等）に関する情報の

内容 

 

 

 

 

意見書の提出先  （課室等） 

 

 （連絡先） 

 

意見書の提出期限     年 月 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 



（Ａ４） 

 

様式第10-１号 第三者意見照会書（法第86条第２項適用） 

○○第   号  

年  月  日  

 （第三者利害関係人）  様 

 

岩手県知事               

 

保有個人情報の開示請求に関する意見について（照会） 

 

 （あなた、貴社等）に関する情報が含まれている保有個人情報について、個人情報の保護に関する法律

（平成15年法律第57号）第77条第１項の規定による開示請求があり、当該保有個人情報について開示決定

等を行う際の参考とするため、同法第86条第２項の規定に基づき、御意見を伺うこととしました。 

 つきましては、お手数ですが、当該保有個人情報を開示することにつき御意見があるときは、同封した

「保有個人情報の開示決定等に関する意見書」を提出していただきますようお願いします。 

 なお、提出期限までに意見書の提出がない場合には、特に御意見がないものとして取り扱わせていただ

きます。 

記 

開示請求に係る保有

個人情報の名称等 

 

 

 

 

開示請求の年月日     年 月 日 

法第86条第２項第１

号又は第2号の規定

の適用区分及びその

理由 

適用区分  □第１号  □第２号 

（適用理由） 

開示請求に係る保有

個人情報に含まれて

いる（あなた、貴社

等）に関する情報の

内容 

 

 

 

 

意見書の提出先  （課室等） 

 

 （連絡先） 

 

意見書の提出期限     年 月 日 

 

 

 

 

 

  

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 



（Ａ４） 

 

様式第11-１号 第三者開示決定等意見書 

 

保有個人情報の開示決定等に関する意見書 

年  月  日  

 岩手県知事          様 

 

                （ふりがな） 

                 氏名 

                 住所又は居所  〒   -     

                  

                 連絡先（電話番号） 

 

    年 月 日付けで照会のあった保有個人情報の開示について、下記のとおり意見を提出しま

す。 

記 

開示請求に係る保有

個人情報の名称等 

 

 

 

 

開示に関しての御意

見 

 

□保有個人情報を開示されることについて支障がない。 

 

□保有個人情報を開示されることについて支障がある。 

 

 (１) 支障（不利益）がある部分 

 

 

 (２) 支障（不利益）の具体的理由 

 

 

 

連絡先  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 



（Ａ４） 

 

様式第12-１号 開示決定通知を行った旨の反対意見書提出者への通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （反対意見書を提出した第三者）  様 

 

岩手県知事               

 

反対意見書に係る保有個人情報の開示決定について（通知） 

 

 （あなた、貴社等）から    年 月 日付けで「保有個人情報の開示決定等に係る意見書」の提出

がありました保有個人情報については、下記のとおり開示決定しましたので、個人情報の保護に関する法

律（平成15年法律第57号）第86条第３項の規定により通知します。 

記 

開示請求に係る保有

個人情報の名称等 

 

 

 

 

開示することとした

理由 

 

 

 

 

 

 

 

開示決定をした日     年 月 日 

開示を実施する日     年 月 日 

 ※ この決定に不服がある場合は、行政不服審査法（平成26年法律第68号）の規定により、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３か月以内に、知事に対して審査請求をすることができます（なお、決定があっ

たことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日から起算して１年を経過し

た場合には審査請求をすることができなくなります。）。 

   また、この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）の規定によ

り、この決定があったことを知った日から６か月以内に、県を被告として、盛岡地方裁判所に処分の取消しの訴

えを提起することができます（なお、決定があったことを知った日から６か月以内であっても、決定の日から１

年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 



（Ａ４） 

 

参考様式第13-１号 

保有個人情報訂正請求書 

年  月  日  

 岩手県知事          様 

 

                （ふりがな） 

                 氏名 

                 住所又は居所  〒   -     

                  

                 連絡先（電話番号） 

 

 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第91条第１項の規定に基づき、下記のとおり保

有個人情報の訂正を請求します。 

記 

訂正請求に係る保有

個人情報の開示を受

けた日 

    年 月 日 

 

 

開示決定に基づき開

示を受けた保有個人

情報 

開示決定通知書の文書番号：       日付：    年 月 日 

開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報の名称等 

 

 

訂正請求の趣旨及び

理由 

（趣旨） 

 

（理由） 

 

 

 

 ア 訂正請求者  □本人  □法定代理人  □任意代理人 

 イ 請求者本人確認書類  □運転免許証 

  □個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるもの） 

  □在留カード、特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証明書 

  □その他（                                   ） 

 ※ 請求書を送付して請求をする場合には、加えて住民票の写し等を添付してください。 

 ウ 本人の状況等（法定代理人又は任意代理人が請求する場合にのみ記載してください。） 

  (ア) 本人の状況 □未成年者（  年  月  日生）  □成年被後見人 

           □任意代理人委任者 

    （ふりがな） 

  (イ) 本人の氏名 

  (ウ) 本人の住所又は居所 

 エ 法定代理人が請求する場合、次のいずれかの書類を提示し、又は提出してください。 

   請求資格確認書類  □戸籍謄本  □登記事項証明  □その他（        ） 

 オ 任意代理人が請求する場合、次の書類を提示し、又は提出してください。 

   請求資格確認書類  □委任状  □その他（                  ） 

 

  



（Ａ４） 

 

（様式第13-１号 説明） 

１ 「氏名」「住所又は居所」 

  本人の氏名及び住所又は居所を記載してください。ここに記載された氏名及び住所又は居所により訂正決定通知等を行

うことになりますので、正確に記入してください。また、連絡を行う際に必要になりますので、電話番号も記載してくだ

さい。なお、法定代理人又は任意代理人（以下「代理人」という。）による訂正請求の場合には、代理人の氏名、住所又

は居所及び電話番号を記載してください。 

２ 「訂正請求に係る保有個人情報の開示を受けた日」 

  ３①及び②に掲げる保有個人情報の開示の実施を受けた日を記載してください。 

３ 「開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報」 

  「開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報」の名称を記載してください。なお、本法により保有個人情報の訂正請

求ができるのは次に掲げるものです。 

 ① 開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報（法第90条第１項第１号） 

 ② 開示決定に係る保有個人情報であって、法第88条第１項の他の法令の規定により開示を受けたもの（法第90条第１項

第２号） 

４ 「訂正請求の趣旨及び理由」 

 (１) 訂正請求の趣旨 

   どのような訂正を求めるかについて簡潔に記載してください。 

 (２) 訂正請求の理由 

   訂正請求の趣旨を裏付ける根拠を明確かつ簡潔に記載してください。なお、本欄に記載しきれない場合には、本欄を

参考に別葉に記載し、本請求書に添付して提出してください。 

５ 訂正請求の期限について 

  訂正請求は、法第90条第3項の規定により、保有個人情報の開示を受けた日から90日以内にしなければならないことと

なっています。 

６ 本人確認書類等 

 (１) 来所による訂正請求の場合 

   来所して訂正請求をする場合、本人確認のため、個人情報の保護に関する法律施行令第29条において読み替えて準用

する同令第21条（第４項及び第５項を除く。）に規定する運転免許証、個人番号カード（住民基本台帳カード（注）、

ただし個人番号通知カードは不可）、在留カード、特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証

明書等の住所・氏名が記載されている書類を提示し、又は提出してください。どのような書類が本人確認書類に当たる

のか分からない場合や、本人確認書類の提示又は提出ができない場合は、訂正請求窓口に事前に相談してください。 

  （注） 住民基本台帳カードは、その効力を失うか、個人番号カードの交付を受ける時まで個人番号カードとみなされ、

引き続き使用可能です。 

 (２) 送付による訂正請求の場合 

   保有個人情報訂正請求書を送付して保有個人情報の訂正請求をする場合には、(１)の本人確認書類を複写機により複

写したものに併せて、住民票の写し（ただし、訂正請求の前30日以内に作成されたものに限ります。）を提出してくだ

さい。住民票の写しは、市町村が発行する公文書であり、その複写物による提出は認められません。住民票の写しが提

出できない場合は、訂正請求窓口に事前に相談してください。 

   なお、個人番号カードを複写機により複写したものを提出する場合は、表面のみ複写し、住民票の写しについては、

個人番号の記載がある場合、当該個人番号を黒塗りしてください。また、資格確認書等を複写機により複写したものを

提出する場合は、保険者番号及び被保険者等記号・番号を黒塗りにしてください。 

 (３) 代理人による訂正請求の場合 

   「本人の状況等」欄は、代理人による訂正請求の場合にのみ記載してください。必要な記載事項は、保有個人情報の

本人の状況、氏名及び本人の住所又は居所です。 

   代理人のうち、法定代理人が訂正請求をする場合には、戸籍謄本、戸籍抄本、成年後見登記の登記事項証明書その他

法定代理人であることを証明する書類（ただし、訂正請求の前30日以内に作成されたものに限ります。）を提示し、又

は提出してください。なお、戸籍謄本その他法定代理人であることを証明する書類は、市町村等が発行する公文書であ

り、その複写物による提示又は提出は認められません。 

   代理人のうち、任意代理人が訂正請求をする場合には、委任状その他その資格を証明する書類（ただし、訂正請求の

前30日以内に作成されたものに限ります。）を提示し、又は提出してください。ただし、委任状については、①委任者

の実印により押印した上で印鑑登録証明書（ただし、訂正請求の前30日以内に作成されたものに限ります。）を添付す

るか又は②委任者の運転免許証、個人番号カード（ただし個人番号通知カードは不可）等本人に対し一に限り発行され

る書類の写しを併せて提示し、又は提出してください。なお、委任状は、その複写物による提示又は提出は認められま

せん。  



（Ａ４） 

 

様式第14-１号 訂正決定通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （訂正請求者）  様 

 

岩手県知事               

 

保有個人情報の訂正をする旨の決定について（通知） 

 

    年 月 日付けで訂正示請求のあった保有個人情報については、個人情報の保護に関する法律

（平成15年法律第57号）第93条第１項の規定により、下記のとおり訂正することと決定したので通知しま

す。 

記 

訂正請求に係る保有

個人情報の名称等 

 

 

 

 

訂正請求の趣旨  

 

 

 

訂正決定をする内容

及び理由 

（訂正内容） 

 

 

 

（訂正理由） 

 

 

 

 ※ この決定に不服がある場合は、行政不服審査法（平成26年法律第68号）の規定により、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して３か月以内に、知事に対して審査請求をすることができます（なお、決定が

あったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日から起算して1年を経

過した場合には審査請求をすることができなくなります。）。 

   また、この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）の規定に

より、この決定があったことを知った日から６か月以内に、県を被告として、盛岡地方裁判所に処分の取消し

の訴えを提起することができます（なお、決定があったことを知った日から６か月以内であっても、決定の日

から１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

  



（Ａ４） 

 

様式第15-１号 訂正をしない旨の決定通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （訂正請求者）  様 

 

岩手県知事               

 

保有個人情報の訂正をしない旨の決定について（通知） 

 

    年 月 日付けで訂正示請求のあった保有個人情報については、個人情報の保護に関する法律

（平成15年法律第57号）第93条第２項の規定により、訂正をしない旨の決定をしたので、下記のとおり通

知します。 

記 

訂正請求に係る保有

個人情報の名称等 

 

 

 

 

訂正をしないことと

した理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ この決定に不服がある場合は、行政不服審査法（平成26年法律第68号）の規定により、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して３か月以内に、知事に対して審査請求をすることができます（なお、決定が

あったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日から起算して1年を経

過した場合には審査請求をすることができなくなります。）。 

   また、この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）の規定に

より、この決定があったことを知った日から６か月以内に、県を被告として、盛岡地方裁判所に処分の取消し

の訴えを提起することができます（なお、決定があったことを知った日から６か月以内であっても、決定の日

から１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。 

 

 

 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

  



（Ａ４） 

 

様式第16-１号 訂正決定等期限延長通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （訂正請求者）  様 

 

岩手県知事               

 

保有個人情報訂正決定等の期限の延長について（通知） 

 

    年 月 日付けで訂正請求のあった保有個人情報については、個人情報の保護に関する法律（平

成15年法律第57号）第94条第２項の規定により、下記のとおり訂正決定等の期限を延長することとしまし

たので通知します。 

記 

訂正請求に係る保有

個人情報の名称等 

 

 

 

 

延長後の期間    日（訂正決定等期限      年 月 日） 

延長の理由  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

  



（Ａ４） 

 

様式第17-１号 訂正決定等期限特例延長通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （訂正請求者）  様 

 

岩手県知事               

 

保有個人情報訂正決定等の期限の特例規定の適用について（通知） 

 

    年 月 日付けで訂正請求のあった保有個人情報については、個人情報の保護に関する法律（平

成15年法律第57号）第95条の規定により、下記のとおり訂正決定等の期限を延長することとしましたので

通知します。 

記 

訂正請求に係る保有

個人情報の名称等 

 

 

 

 

法第95条の規定（訂

正決定等の期限の特

例）を適用する理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

訂正決定等をする期 

限 

    年 月 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

  



（Ａ４） 

 

様式第18-１号 他の行政機関の長等への訂正請求事案移送書 

○○第   号  

年  月  日  

 （他の行政機関の長等）  様 

 

岩手県知事               

 

保有個人情報訂正請求に係る事案の移送について 

 

    年 月 日付けで訂正請求のあった保有個人情報については、個人情報の保護に関する法律（平

成15年法律第57号）第96条第１項の規定により、下記のとおり移送します。 

記 

訂正請求に係る保有

個人情報の名称等 

 

 

 

 

訂正請求者氏名等 氏名： 

住所又は居所： 

連絡先： 

 

 法定代理人又は任意代理人による開示請求の場合 

 本人の状況 □未成年者（    年 月 日生） □成年被後見人 

       □任意代理人委任者 

 本人の氏名                           

 本人の住所又は居所                       

 

添付資料等 ・訂正請求書 

・移送前に行った行為の概要記録 

・ 

・ 

備考 （複数の他の行政機関の長等に移送する場合には、その旨） 

 

 

 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

  



（Ａ４） 

 

様式第19-１号 訂正請求者への訂正請求事案移送通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （訂正請求者）  様 

 

岩手県知事               

 

保有個人情報訂正請求に係る事案の移送について（通知） 

 

    年 月 日付けで訂正請求のあった保有個人情報については、個人情報の保護に関する法律（平

成15年法律第57号）第96条第１項の規定により、下記のとおり事案を移送したので通知します。 

 なお、保有個人情報の訂正決定等は、下記の移送先の行政機関等において行われます。 

記 

訂正請求に係る保有

個人情報の名称等 

 

 

 

 

移送をした日     年 月 日 

移送の理由  

 

 

 

移送先の行政機関の

長等 

（行政機関の長等） 

 

 （連絡先） 

  部局課室名： 

  担当者名： 

 

  所在地： 

 

  電話番号： 

 

備考  

 

 

 

 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

  



（Ａ４） 

 

様式第20-１号 保有個人情報提供先への訂正決定通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （他の行政機関の長等）  様 

 

岩手県知事               

 

提供をしている保有個人情報の訂正をする旨の決定について（通知） 

 

 （他の行政機関の長等）に提供している下記の保有個人情報については、個人情報の保護に関する法律

（平成15年法律第57号）第92条の規定により訂正を実施しましたので、同法第97条の規定により、通知し

ます。 

記 

訂正請求に係る保有

個人情報の名称等 

 

 

 

 

訂正請求者の氏名等

保有個人情報を特定

するための情報 

（氏名、住所等） 

 

 

訂正請求の趣旨  

 

訂正決定をする内容

及び理由 

（訂正内容） 

 

 

 

（訂正理由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

  



（Ａ４） 

 

参考様式第21号 利用停止請求書 

保有個人情報利用停止請求書 

年  月  日  

 岩手県知事          様 

 

                （ふりがな） 

                 氏名 

                 住所又は居所  〒   -     

                  

                 連絡先（電話番号） 

 

 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第99条第１項の規定に基づき、下記のとおり保

有個人情報の利用停止を請求します。 

利用停止請求に係る

保有個人情報の開示

を受けた日 

    年 月 日 

 

 

開示決定に基づき開

示を受けた保有個人

情報 

開示決定通知書の文書番号：       日付：    年 月 日 

開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報の名称等 

 

 

利用停止請求の趣旨

及び理由 

（趣旨） 

□第１号該当  →  □利用の停止、□消去 

□第２号該当  →  提供の停止 

（理由） 

 

 

 

 

 ア 利用停止請求者  □本人  □法定代理人  □任意代理人 

 イ 請求者本人確認書類  □運転免許証 

  □個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるもの） 

  □在留カード、特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証明書 

  □その他（                                   ） 

 ※ 請求書を送付して請求をする場合には、加えて住民票の写し等を添付してください。 

 ウ 本人の状況等（法定代理人又は任意代理人が請求する場合にのみ記載してください。） 

  (ア) 本人の状況 □未成年者（  年  月  日生）  □成年被後見人 

           □任意代理人委任者 

    （ふりがな） 

  (イ) 本人の氏名 

  (ウ) 本人の住所又は居所 

 エ 法定代理人が請求する場合、次のいずれかの書類を提示し、又は提出してください。 

   請求資格確認書類  □戸籍謄本  □登記事項証明  □その他（        ） 

 オ 任意代理人が請求する場合、次の書類を提示し、又は提出してください。 

   請求資格確認書類  □委任状  □その他（                  ） 

  



（Ａ４） 

 

（様式第 21 号 説明） 

１ 「氏名」、「住所又は居所」 

  本人の氏名及び住所又は居所を記載してください。ここに記載された氏名及び住所又は居所により利用停止決定通知

等を行うことになりますので、正確に記入してください。また、連絡を行う際に必要になりますので、電話番号も記載し

てください。なお、法定代理人又は任意代理人（以下「代理人」という。）による利用停止請求の場合には、代理人の氏

名、住所又は居所及び電話番号を記載してください。 

２ 「利用停止請求に係る保有個人情報の開示を受けた日」 

  ３①及び②に掲げる保有個人情報の開示の実施を受けた日を記載してください。 

３ 「開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報」の名称等 

  「開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報」の名称等を記載してください。なお、本法により保有個人情報の利

用停止請求ができるのは次に掲げるものです。 

 ① 開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報（法第 90 条第１項第１号） 

 ② 開示決定に係る保有個人情報であって、法第 88 条第 1 項の他の法令の規定により開示を受けたもの（法第 90条第

１項第２号） 

４ 「利用停止請求の趣旨及び理由」 

 (１) 利用停止請求の趣旨 

   「利用停止請求の趣旨」は、「第１号該当」、「第２号該当」のいずれか該当する□にレ点を記入してください。 

  ア 「第１号該当」には、第 61 条第２項の規定（個人情報の保有制限）に違反して保有されているとき、第 63 条の

規定（不適正な利用の禁止）に違反して取り扱われているとき、第 64 条の規定（適正取得）に違反して取得された

ものであるとき又は第 69 条第１項及び第２項の規定（目的外利用制限）に違反して利用されているときと考えると

きに、□にレ点を記入してください。また、「利用の停止」又は「消去」のいずれかにレ点を記入してください。 

  イ 「第２号該当」には、第 69 条第１項及び第２項の規定（目的外提供制限）又は第 71 条第１項の規定（外国第三

者提供制限）に違反して他の行政機関等や外国にある第三者等に提供されていると考えるときに、□にレ点を記入

してください。 

 (２) 利用停止請求の理由 

   「利用停止請求の理由」は、利用停止請求の趣旨を裏付ける根拠を明確かつ簡潔に記載してください。なお、本欄

に記載しきれない場合には、本欄を参考に別葉に記載し、本請求書に添付して提出してください。 

５ 利用停止請求の期限について 

  利用停止請求は、法第 98条第３項の規定により、保有個人情報の開示を受けた日から 90 日以内にしなければならな

いこととなっています。 

６ 本人確認書類等 

 (１) 来所による利用停止請求の場合 

   来所して利用停止請求をする場合、本人確認のため、個人情報の保護に関する法律施行令第 29 条において読み替え

て準用する同令第 22 条（第４項及び第５項を除く。） に規定する運転免許証、個人番号カード（住民基本台帳カー

ド（注）、ただし個人番号通知カードは不可）、在留カード、特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる

外国人登録証明書等の住所・氏名が記載されている書類を提示し、又は提出してください。どのような書類が本人確

認書類に当たるのか分からない場合や、本人確認書類の提示又は提出ができない場合は、利用停止請求窓口に事前に

相談してください。 

  （注） 住民基本台帳カードは、その効力を失うか、個人番号カードの交付を受ける時まで個人番号カードとみなさ

れ、引き続き使用可能です。 

 (２) 送付による利用停止請求の場合 

   保有個人情報利用停止請求書を送付して保有個人情報の利用停止請求をする場合には、(１)の本人確認書類を複写

機により複写したものに併せて、住民票の写し（ただし、利用停止請求の前 30 日以内に作成されたものに限りま

す。）を提出してください。住民票の写しは、市町村が発行する公文書であり、その複写物による提出は認められま

せん。住民票の写しが提出できない場合は、利用停止請求窓口に事前に相談してください。 

   なお、個人番号カードを複写機により複写したものを提出する場合は、表面のみ複写し、住民票の写しについて

は、個人番号の記載がある場合、当該個人番号を黒塗りしてください。また、資格確認書等を複写機により複写した

ものを提出する場合は、保険者番号及び被保険者等記号・番号を黒塗りにしてください。 

 (３) 代理人による利用停止請求の場合 

   「本人の状況等」欄は、法定代理人による利用停止請求の場合に記載してください。必要な記載事項は、保有個人

情報の本人の状況、氏名及び本人の住所又は居所です。 

   代理人のうち、法定代理人が利用停止請求をする場合には、戸籍謄本、戸籍抄本、成年後見登記の登記事項証明書

その他法定代理人であることを証明する書類（ただし、利用停止請求の前 30 日以内に作成されたものに限ります。）

を提示し、又は提出してください。なお、戸籍謄本その他法定代理人であることを証明する書類は、市町村等が発行

する公文書であり、その複写物による提示又は提出は認められません。 

   代理人のうち、任意代理人が利用停止請求をする場合には、委任状その他その資格を証明する書類（ただし、利用

停止請求の前 30 日以内に作成されたものに限ります。）を提示し、又は提出してください。ただし、委任状について

は、①委任者の実印により押印した上で印鑑登録証明書（ただし、利用停止請求の前 30日以内に作成されたものに限

ります。）を添付するか又は②委任者の運転免許証、個人番号カード（ただし個人番号通知カードは不可）等本人に

対し一に限り発行される書類の写しを併せて提示し、又は提出してください。なお、委任状は、その複写物による提

示又は提出は認められません。 



（Ａ４） 

 

様式第22号 利用停止決定通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （利用停止請求者）  様 

 

岩手県知事               

 

保有個人情報の利用停止をする旨の決定について（通知） 

 

    年 月 日付けで利用停止請求のあった保有個人情報については、個人情報の保護に関する法律

（平成15年法律第57号）第101条第１項の規定により、下記のとおり、利用停止することに決定したので通

知します。 

記 

利用停止請求に係る

保有個人情報の名称

等 

 

 

 

 

利用停止請求の趣旨  

 

 

 

利用停止決定をする

内容及び理由 

（利用停止決定の内容） 

 

 

 

（利用停止の理由） 

 

 

 

 ※ この決定に不服がある場合は、行政不服審査法（平成26年法律第68号）の規定により、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して３か月以内に、知事に対して審査請求をすることができます（なお、決定が

あったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日から起算して1年を経

過した場合には審査請求をすることができなくなります。）。 

   また、この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）の規定に

より、この決定があったことを知った日から６か月以内に、県を被告として、盛岡地方裁判所に処分の取消し

の訴えを提起することができます（なお、決定があったことを知った日から６か月以内であっても、決定の日

から１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

  



（Ａ４） 

 

様式第23号 利用停止をしない旨の決定通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （利用停止請求者）  様 

 

岩手県知事               

 

保有個人情報の利用停止をしない旨の決定について（通知） 

 

    年 月 日付けで利用停止請求のあった保有個人情報については、個人情報の保護に関する法律

（平成15年法律第57号）第101条第２項の規定により、利用停止をしないことに決定をしたので、下記のと

おり通知します。 

記 

利用停止請求に係る

保有個人情報の名称

等 

 

 

 

 

利用停止をしないこ

ととした理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ この決定に不服がある場合は、行政不服審査法（平成26年法律第68号）の規定により、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して３か月以内に、知事に対して審査請求をすることができます（なお、決定が

あったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日から起算して1年を経

過した場合には審査請求をすることができなくなります。）。 

   また、この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）の規定に

より、この決定があったことを知った日から６か月以内に、県を被告として、盛岡地方裁判所に処分の取消し

の訴えを提起することができます（なお、決定があったことを知った日から６か月以内であっても、決定の日

から１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。 

 

 

 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

  



（Ａ４） 

 

様式第24号 利用停止決定等期限延長通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （利用停止請求者）  様 

 

岩手県知事               

 

保有個人情報利用停止決定等の期限の延長について（通知） 

 

    年 月 日付けで利用停止請求のあった保有個人情報については、個 人情報の保護に関する法

律（平成15年法律第57号）第102条第２項の規定により、下記のとおり利用停止決定等の期限を延長するこ

ととしましたので通知します。 

記 

利用停止請求に係る

保有個人情報の名称 

等 

 

 

 

 

延長後の期間    日（利用停止決定等の期限      年 月 日） 

延長の理由  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

  



（Ａ４） 

 

様式第25号 利用停止決定等期限特例延長通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （利用停止請求者）  様 

 

岩手県知事               

 

保有個人情報利用停止決定等の期限の特例規定の適用について（通知） 

 

    年 月 日付けで利用停止請求のあった保有個人情報については、個人情報の保護に関する法律

（平成15年法律第57号）第103条の規定により、下記のとおり利用停止決定等の期限を延長することとしま

したので通知します。 

記 

利用停止請求に係る

保有個人情報の名称

等 

 

 

 

 

法第103条の規定（利

用停止決定等の期限

の特例）を適用する

理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用停止決定等をす

る期限 

    年 月 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

  



（Ａ４） 

 

参考様式第 26-１号 委任状（個人情報に係る開示請求用） 

 

委 任 状 

 

 

 

 

  （代理人）住所                                  

 

       氏名                                  

 

 

 上記の者を代理人と定め、下記の事項を委任します。 

 

記 

１ 個人情報の開示請求を行う権限 

２ 開示請求に係る事案を移送した旨の通知を受ける権限 

３ 開示決定等の期限を延長した旨の通知を受ける権限 

４ 開示決定等の期限の特例規定を適用した旨の通知を受ける権限 

５ 開示請求に係る個人情報の全部又は一部を開示する旨の決定通知を受ける権限及び開示請求に係る

個人情報の全部を開示しない旨の決定通知を受ける権限 

６ 開示の実施の方法その他政令で定める事項を申し出る権限及び開示の実施を受ける権限 

 

 

    年 月 日 

 

 

  （委任者）住所                                  

 

       氏名                               印  

 

       連絡先電話番号                             

 

 

 

 （注） 以下のいずれかの措置をとってください。 

   ① 委任者の印については実印とし、印鑑登録証明書（ただし、開示請求の前 30日以内に作成さ

れたものに限ります。）を添付する。 

   ② 委任者の運転免許証、個人番号カード（ただし個人番号通知カードは不可）等本人に対し一

に限り発行される書類の複写物を添付する。 

  



（Ａ４） 

 

参考様式第 27 号 委任状（特定個人情報に係る開示請求用） 

 

委 任 状 

 

 

 

 

  （代理人）住所                                  

 

       氏名                                  

 

 

 上記の者を代理人と定め、下記の事項を委任します。 

 

記 

１ 特定個人情報の開示請求を行う権限 

２ 開示請求に係る事案を移送した旨の通知を受ける権限 

３ 開示決定等の期限を延長した旨の通知を受ける権限 

４ 開示決定等の期限の特例規定を適用した旨の通知を受ける権限 

５ 開示請求に係る特定個人情報の全部又は一部を開示する旨の決定通知を受ける権限及び開示請求に

係る特定個人情報の全部を開示しない旨の決定通知を受ける権限 

６ 開示の実施の方法その他政令で定める事項を申し出る権限及び開示の実施を受ける権限 

 

 

    年 月 日 

 

 

  （委任者）住所                                  

 

       氏名                               印  

 

       連絡先電話番号                             

 

 

 

 （注） 以下のいずれかの措置をとってください。 

   ① 委任者の印については実印とし、印鑑登録証明書（ただし、開示請求の前 30日以内に作成さ

れたものに限ります。）を添付する。 

   ② 委任者の運転免許証、個人番号カード（ただし個人番号通知カードは不可）等本人に対し一

に限り発行される書類の複写物を添付する。 

  



（Ａ４） 

 

参考様式第 28-１号 委任状（訂正請求用） 

 

委 任 状 

 

 

 

 

  （代理人）住所                                  

 

       氏名                                  

 

 

 上記の者を代理人と定め、下記の事項を委任します。 

 

記 

１ 個人情報の訂正請求を行う権限 

２ 訂正請求に係る事案を移送した旨の通知を受ける権限 

３ 訂正決定等の期限を延長した旨の通知を受ける権限 

４ 訂正決定等の期限の特例規定を適用した旨の通知を受ける権限 

５ 訂正請求に係る個人情報を訂正する旨の決定通知を受ける権限及び訂正請求に係る個人情報を訂正

しない旨の決定通知を受ける権限 

 

 

    年 月 日 

 

 

  （委任者）住所                                  

 

       氏名                               印  

 

       連絡先電話番号                             

 

 

 

 

 （注） 以下のいずれかの措置をとってください。 

   ① 委任者の印については実印とし、印鑑登録証明書（ただし、開示請求の前 30日以内に作成さ

れたものに限ります。）を添付する。 

   ② 委任者の運転免許証、個人番号カード（ただし個人番号通知カードは不可）等本人に対し一

に限り発行される書類の複写物を添付する。 

  



（Ａ４） 

 

参考様式第 29 号 委任状（特定個人情報に係る訂正請求用） 

 

委 任 状 

 

 

 

 

  （代理人）住所                                  

 

       氏名                                  

 

 

 上記の者を代理人と定め、下記の事項を委任します。 

 

記 

１ 特定個人情報の訂正請求を行う権限 

２ 訂正請求に係る事案を移送した旨の通知を受ける権限 

３ 訂正決定等の期限を延長した旨の通知を受ける権限 

４ 訂正決定等の期限の特例規定を適用した旨の通知を受ける権限 

５ 訂正請求に係る特定個人情報を訂正する旨の決定通知を受ける権限及び訂正請求に係る特定個人情

報を訂正しない旨の決定通知を受ける権限 

 

 

    年 月 日 

 

 

  （委任者）住所                                  

 

       氏名                               印  

 

       連絡先電話番号                             

 

 

 

 

 （注） 以下のいずれかの措置をとってください。 

   ① 委任者の印については実印とし、印鑑登録証明書（ただし、開示請求の前 30日以内に作成さ

れたものに限ります。）を添付する。 

   ② 委任者の運転免許証、個人番号カード（ただし個人番号通知カードは不可）等本人に対し一

に限り発行される書類の複写物を添付する。 

  



（Ａ４） 

 

参考様式第 30 号 委任状（利用停止請求用） 

 

委 任 状 

 

 

 

 

  （代理人）住所                                  

 

       氏名                                  

 

 

 上記の者を代理人と定め、下記の事項を委任します。 

 

記 

１ 個人情報の利用停止請求を行う権限 

２ 利用停止決定等の期限を延長した旨の通知を受ける権限 

３ 利用停止決定等の期限の特例規定を適用した旨の通知を受ける権限 

４ 利用停止請求に係る個人情報を利用停止する旨の決定通知を受ける権限及び利用停止請求に係る個

人情報を利用停止しない旨の決定通知を受ける権限 

 

 

    年 月 日 

 

 

  （委任者）住所                                  

 

       氏名                               印  

 

       連絡先電話番号                             

 

 

 

 

 

 （注） 以下のいずれかの措置をとってください。 

   ① 委任者の印については実印とし、印鑑登録証明書（ただし、開示請求の前 30日以内に作成さ

れたものに限ります。）を添付する。 

   ② 委任者の運転免許証、個人番号カード（ただし個人番号通知カードは不可）等本人に対し一

に限り発行される書類の複写物を添付する。 

  



（Ａ４） 

 

参考様式第 31 号 委任状（特定個人情報に係る利用停止請求用） 

 

委 任 状 

 

 

 

 

  （代理人）住所                                  

 

       氏名                                  

 

 

 上記の者を代理人と定め、下記の事項を委任します。 

 

記 

 

１ 特定個人情報の利用停止請求を行う権限 

２ 利用停止決定等の期限を延長した旨の通知を受ける権限 

３ 利用停止決定等の期限の特例規定を適用した旨の通知を受ける権限 

４ 利用停止請求に係る特定個人情報を利用停止する旨の決定通知を受ける権限及び利用停止請求に係

る特定個人情報を利用停止しない旨の決定通知を受ける権限 

 

 

    年 月 日 

 

 

  （委任者）住所                                  

 

       氏名                               印  

 

       連絡先電話番号                             

 

 

 

 

 （注） 以下のいずれかの措置をとってください。 

   ① 委任者の印については実印とし、印鑑登録証明書（ただし、開示請求の前 30日以内に作成さ

れたものに限ります。）を添付する。 

   ② 委任者の運転免許証、個人番号カード（ただし個人番号通知カードは不可）等本人に対し一

に限り発行される書類の複写物を添付する。 

  



（Ａ４） 

 

様式第32-１号 諮問書（開示決定等） 

○○第   号  

年  月  日  

 

 岩手県情報公開・個人情報保護等審査会 御中 

 

岩手県知事               

 

 

諮 問 書 

 

 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第82条の規定に基づく開示決定等について、別紙

のとおり、審査請求があったので、同法第105条第１項の規定に基づき諮問します。 

  



（Ａ４） 

 

様式第 32-１号 諮問書（開示決定等）（別紙） 

 

（別紙） 

１ 審査請求に係る保有

個人情報の名称等 

 

２ 審査請求に係る開示

決定等 

 

（開示決定等の種類） 

□開示決定 

□一部開示決定 

（該当不開示条項） 

□不開示決定 

（該当不開示条項） 

(１) 開示決定等の日付、記号番号 

 

(２) 開示決定等をした者 

 

(３) 開示決定等の概要 

３ 審査請求 (１) 審査請求日 

 

(２) 審査請求人 

 

(３) 審査請求の趣旨 

 

４ 諮問の理由  

５ 参加人等  

６ 添付書類等 ① 保有個人情報開示請求書（写し） 

② 保有個人情報の開示をする旨の決定について（通知）（写し）又は

保有個人情報の開示をしない旨の決定について（通知）（写し） 

③ 審査請求書（写し） 

④ 弁明書 

⑤ 開示の実施を行った保有個人情報が記載された行政文書等（写し） 

⑥ その他参考資料 

７ 諮問実施機関等担当

課、担当者名、電話番

号、ＦＡＸ番号、メー

ルアドレス、住所等 

 

  （注１） ２の「（開示決定等の種類）」については、該当する開示決定等の□をチェックすること。また、

一部開示決定又は不開示決定の場合には、該当不開示条項（個人情報の保護に関する法律第 78 条第１項各

号、第 81 条又は文書不存在）を記載すること。 

  （注２） ４の「諮問の理由」については、例えば、「原処分維持が適当と考えるため。」、「全部開示とす

ることが適当と考えるが、第三者の反対意見書が提出されているため。」など、諮問を必要とする理由を簡

潔に記述すること。 

  （注３） ６の⑥の「その他参考資料」とは、例えば、第三者から反対意見書が提出されている場合の当該反

対意見書や、行政不服審査法第 11 条の総代、第 12 条の代理人又は第 13 条の参加人の選任又は決定がなされ

ている場合のそれを示す書面、個人情報の保護に関する法律第 83 条第２項又は第 84 条の規定に基づく開示

決定等の期限に係る通知の写し等である。 



（Ａ４） 

 

様式第33-１号 諮問書（訂正決定等） 

○○第   号  

年  月  日  

 

 岩手県情報公開・個人情報保護等審査会 御中 

 

岩手県知事               

 

 

諮 問 書 

 

 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第93条の規定に基づく訂正決定等について、別紙

のとおり、審査請求があったので、同法第105条第１項の規定に基づき諮問します。 

  



（Ａ４） 

 

様式第 33-１号 諮問書（訂正決定等）（別紙） 

 

（別紙） 

１ 審査請求に係る保有

個人情報の名称等 

 

２ 審査請求に係る訂正

決定等 

 

（訂正決定等の種類） 

□訂正決定 

□不訂正決定 

 

(１) 訂正決定等の日付、記号番号 

 

(２) 訂正決定等をした者 

 

(３) 訂正決定等の概要 

３ 審査請求 (１) 審査請求日 

 

(２) 審査請求人 

 

(３) 審査請求の趣旨 

 

４ 諮問の理由  

５ 参加人等  

６ 添付書類等 ① 保有個人情報訂正請求書（写し） 

② 保有個人情報の訂正をする旨の決定について（通知）（写し）又は

保有個人情報の訂正をしない旨の決定について（通知）（写し） 

③ 審査請求書（写し） 

④ 弁明書 

⑤ その他参考資料 

７ 諮問実施機関等担当

課、担当者名、電話番

号、ＦＡＸ番号、メー

ルアドレス、住所等 

 

  （注 1） ２の「（訂正決定等の種類）」については、該当する訂正決定等の□をチェックすること。 

  （注２） ４の「諮問の理由」については、例えば、「原処分維持が適当と考えるため。」など、諮問を必要

とする理由を簡潔に記述すること。 

  （注３） ６の⑤の「その他参考資料」とは、例えば、行政不服審査法第 11 条の総代、第 12 条の代理人又は

第 13 条の参加人の選任又は決定がなされている場合のそれを示す書面、個人情報の保護に関する法律第 94

条第２項又は第 95 条の規定に基づく訂正決定等の期限に係る通知の写し等である。なお、審査請求人から訂

正請求の趣旨・理由を根拠付ける資料が提出されている場合には、当該根拠資料を添付する。 

  



（Ａ４） 

 

様式第34号 諮問書（利用停止決定等） 

○○第   号  

年  月  日  

 

 岩手県情報公開・個人情報保護等審査会 御中 

 

岩手県知事               

 

 

諮 問 書 

 

 個人情報の保護に関する（平成15年法律第57号）法律第101条の規定に基づく利用停止決定等について、

別紙のとおり、審査請求があったので、同法第105条第１項の規定に基づき諮問します。 

  



（Ａ４） 

 

様式第 34 号 諮問書（利用停止決定等）（別紙） 

 

（別紙） 

１ 審査請求に係る保有

個人情報の名称等 

 

２ 審査請求に係る利用

停止決定等 

 

（利用停止決定等の種

類） 

□利用停止決定 

□不利用停止決定 

 

(１) 利用停止決定等の日付、記号番号 

 

(２) 利用停止決定等をした者 

 

(３) 利用停止決定等の概要 

３ 審査請求 (１) 審査請求日 

 

(２) 審査請求人 

 

(３) 審査請求の趣旨 

 

４ 諮問の理由  

５ 参加人等  

６ 添付書類等 ① 保有個人情報利用停止請求書（写し） 

② 保有個人情報の利用停止をする旨の決定について（通知）（写し）

又は保有個人情報の利用停止をしない旨の決定について（通知）（写

し） 

③ 審査請求書（写し） 

④ 弁明書 

⑤ その他参考資料 

７ 諮問実施機関等担当

課、担当者名、電話番

号、ＦＡＸ番号、メー

ルアドレス、住所等 

 

  （注 1） ２の「（訂正決定等の種類）」については、該当する訂正決定等の□をチェックすること。 

  （注２） ４の「諮問の理由」については、例えば、「原処分維持が適当と考えるため。」など、諮問を必要

とする理由を簡潔に記述すること。 

  （注３） ６の⑤の「その他参考資料」とは、例えば、行政不服審査法第 11 条の総代、第 12 条の代理人又は

第 13 条の参加人の選任又は決定がなされている場合のそれを示す書面、個人情報の保護に関する法律第 94

条第２項又は第 95 条の規定に基づく訂正決定等の期限に係る通知の写し等である。なお、審査請求人から訂

正請求の趣旨・理由を根拠付ける資料が提出されている場合には、当該根拠資料を添付する。 

  



（Ａ４） 

 

様式第35-１号 諮問書（開示請求・訂正請求・利用停止請求に係る不作為） 

○○第   号  

年  月  日  

 

 岩手県情報公開・個人情報保護等審査会 御中 

 

岩手県知事               

 

 

諮 問 書 

 

 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第76条の規定に基づく開示請求[個人情報の保護に

関する法律第90条の規定に基づく訂正請求、個人情報の保護に関する法律第98条の規定に基づく利用停止

請求］に係る不作為について、別紙のとおり、審査請求があったので、同法第105条第１項の規定に基づき

諮問します。 

  



（Ａ４） 

 

様式第 35-１号 諮問書（開示請求・訂正請求・利用停止請求に係る不作為）（別紙） 

 

（別紙） 

１ 開示請求[訂正請

求、利用停止請求]に

係る保有個人情報の名

称等 

 

２ 審査請求に係る開示

請求［訂正請求、利用

停止請求］ 

 

(１) 開示請求［訂正請求、利用停止請求］の日付、受付番号等 

 

(２) 開示請求［訂正請求、利用停止請求］の宛先 

 

３ 補正に要した日数、

開示決定等[訂正決定

等、利用停止決定等]

の期限 

 

４ 審査請求 (１) 審査請求日 

 

(２) 審査請求人 

 

(３) 審査請求の趣旨 

 

５ 諮問の理由  

６ 参加人等  

７ 添付書類等 ① 保有個人情報開示請求書［訂正請求書、利用停止請求書］（写し） 

② 審査請求書（写し） 

③ 弁明書 

④ その他参考資料 

８ 諮問実施機関等担当

課、担当者名、電話番

号、ＦＡＸ番号、メー

ルアドレス、住所等 

 

  （注１） １の「開示請求［訂正請求、利用停止請求］に係る保有個人情報の名称等」については、開示請求

の場合には、当該開示請求に係る保有個人情報の名称を、訂正請求又は利用停止請求の場合には、当該訂正

請求又は利用停止請求に係る保有個人情報の名称を記述すること。 

  （注２） ３の「補正に要した日数、開示決定等[訂正決定等、利用停止決定等]の期限」については、補正を

求めた場合には当該補正に要した日数を、個人情報の保護に関する法律第 83 条第２項[同法第 94 条第２項、

第 102 条第２項]の規定による期間の延長を行った場合には開示決定等[訂正決定等、利用停止決定等]の期限

を、同法第 84 条の規定が適用された場合には残りの保有個人情報について開示決定等をする期限[同法第 95

条又は第 103 条の規定が適用された場合には訂正決定等又は利用停止決定等をする期限]を、それぞれ記述す

ること。 

  （注３） ５の「諮問の理由」については、例えば、「開示請求から相当の期間（※）が経過していないと考

えるため。」など、諮問を必要とする理由を簡潔に記述すること。 

   （※）行政不服審査法第３条に規定する「相当の期間」を指す。以下同じ。 



（Ａ４） 

 

  （注４） ７の③の「理由説明書」においては、例えば、開示請求から相当の期間（※）が経過していないと

考える理由について、個人情報の保護に関する法律第 84 条の規定が適用された場合には、同条を適用した理

由、同条の「相当の期間」として設定した期間の妥当性などを具体的に記述すること。 

  （注５） ７の④の「その他参考資料」とは、例えば、第三者から反対意見書が提出されている場合の当該反

対意見書や、行政不服審査法第 11 条の総代、第 12 条の代理人又は第 13 条の参加人の選任又は決定がなされ

ている場合のそれを示す書面、個人情報の保護に関する法律第 83 条第２項又は第 84 条の規定に基づく開示

決定等の期限に係る通知の写し等である。 

  



（Ａ４） 

 

様式36-１号 諮問をした旨の通知書（審査請求人等） 

○○第   号  

年  月  日  

 （審査請求人等）  様 

 

岩手県知事               

 

岩手県情報公開・個人情報保護等審査会への諮問について（通知） 

 

    年 月 日付けの知事に対する審査請求について、下記のとおり岩手県情報公開・個人情報保護

等審査会に諮問したので、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第105条第２項の規定によ

り通知します。 

記 

審査請求に係る保有

個人情報の名称等 

 

 

 

 

審査請求に係る開示

決定等[訂正決定等、 

利用停止決定等] 

 

 

 

 

審査請求 (１) 審査請求日 

 

 

(２) 審査請求の趣旨 

 

 

諮問日・諮問番号     年 月 日  諮問第 号 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

 

 

（注1） 「審査請求に係る開示決定等[訂正決定等、利用停止決定等]」の欄については、開示決定等

[訂正決定等、利用停止決定等]の日付・記号番号、開示決定等[訂正決定等、利用停止決定等]をし

た者、開示決定等[訂正決定等、利用停止決定等]の種類（開示決定、不開示決定等）を記載する。 

（注2） 「諮問日・諮問番号」の欄は、岩手県情報公開・個人情報等保護審査会が付す番号である。 



（Ａ４） 

 

参考様式第１-２号 開示請求書 

死者情報開示請求書 

年  月  日  

 岩手県知事          様 

 

                （ふりがな） 

                 氏名 

                 住所又は居所  〒   -     

                  

                 連絡先（電話番号） 

 

 個人情報の保護等に関する条例（令和４年岩手県条例第49号）第９条第１項の規定に基づき、下記の

とおり死者情報の開示を請求します。 

記 

１ 開示を請求する死者情報（具体的に特定してください。） 

 

 

 

 

２ 求める開示の実施方法等（本欄の記載は任意です。） 

  ア又はイに○印を付してください。アを選択した場合は、実施の方法及び希望日を記載してくださ

い。 

 ア 窓口における開示の実施を希望する。 

  ＜実施の方法＞  □閲覧  □写しの交付  □その他（             ） 

  ＜実施の希望日＞    年   月   日 

 イ 写しの送付を希望する。 
 
３ 遺族等確認等 

 ア 開示請求者  □遺族等  □遺族等の法定代理人  □遺族等の任意代理人 

 イ 死亡確認書類  □住民票の除票の写し  □戸籍謄本又は除籍謄本 

  □その他（                                       ） 

 ウ 遺族等該当性確認書類  □住民票の写し  □戸籍謄本又は戸籍抄本 

 □その他（                                       ） 

 エ 遺族等の本人確認書類  □運転免許証 

  □個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるもの） 

  □在留カード、特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証明書 

  □その他（                                     ） 

 ※ 請求書を送付して請求をする場合には、加えて住民票の写し等を添付してください。 

 オ 遺族等の状況等（法定代理人又は任意代理人が請求する場合にのみ記載してください。） 

  (ア) 遺族等の状況 □未成年者（    年 月 日生）  □成年被後見人 

            □任意代理人委任者 

    （ふりがな） 

  (イ) 遺族等の氏名 

  (ウ) 遺族等の住所又は居所 

 カ 遺族等の法定代理人が請求する場合、次のいずれかの書類を提示し、又は提出してください。 

   請求資格確認書類  □戸籍謄本  □登記事項証明  □その他（          ） 

 キ 遺族等の任意代理人が請求する場合、次の書類を提示し、又は提出してください。 

   請求資格確認書類  □委任状  □その他（                  ） 
  



（Ａ４） 

 

（参考様式第１-２号 説明） 

１ 「氏名」、「住所又は居所」 

  遺族等の氏名（旧姓も可）及び住所又は居所を記載してください。ここに記載された氏名及び住所又は居所に

より開示決定通知等を行うことになりますので、正確に記載してください。 

  また、連絡を行う際に必要になりますので、電話番号も記載してください。なお、遺族等の法定代理人又は任

意代理人（以下「代理人」という。）による開示請求の場合には、代理人の氏名、住所又は居所及び電話番号を

記載してください。 

２ 「開示を請求する死者情報」 

  開示を請求する死者情報が記録されている行政文書等の名称など、開示請求する死者情報を特定できるような

情報を具体的に記載してください。 

３ 「求める開示の実施方法等」 

  開示を受ける場合の開示の実施の方法（窓口における開示の実施の方法、窓口における開示を希望する場合の

希望日又は写しの送付）について、希望がありましたら記載してください。なお、実施の方法は各実施機関の定

めるところによりますので、希望する方法に対応できない場合があります。 

  開示の実施の方法等については、開示決定後に提出していただく「死者情報開示実施申出書」により、別途申

し出ることもできます。 

４ 手数料の納付について 

  死者情報が記録されている行政文書１件について 300 円を納付する必要があります。窓口において現金で納付

することが可能です。詳しくは、開示請求窓口に確認してください。 

５ 遺族等の本人確認書類等 

 (１) 来所による開示請求の場合 

   来所して開示請求をする場合、以下の書類を提示し、又は提出してください。 

   ア 当該死者情報の開示請求に係る情報によって識別される特定の個人が死亡していることを確認するに足

りる書類（例：住民票の除票の写し、戸籍謄本又は除籍謄本 等） 

   イ 当該死者情報の開示請求を行う者（「請求者」といいます。）が当該死者情報の開示請求に係る死者の

遺族等に該当することを確認するに足りる書類（例：住民票の写し（ただし、開示請求の前 30 日以内に作

成されたものに限ります。）、戸籍謄本又は戸籍抄本 等） 

    ※ 住民票の除票の写し又は住民票の写しは、市町村が発行する公文書であり、その複写物による提示又

は提出は認められません。住民票の写しの提示又は提出ができない場合は、開示請求窓口に事前に相談

してください。 

   ウ 当該死者情報の開示請求等をする者が請求者本人であることを確認するに足りる書類（例：運転免許

証、個人番号カード（住民基本台帳カード（注）、ただし個人番号通知カードは不可）、在留カード、特

別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証明書等の住所・氏名が記載されている書

類を提示し、又は提出してください。どのような書類が本人確認書類に当たるのか分からない場合や、こ

れらの本人確認書類の提示又は提出ができない場合は、開示請求窓口に事前に相談してください。 

  （注） 住民基本台帳カードは、その効力を失うか、個人番号カードの交付を受ける時まで個人番号カードと

みなされ、引き続き使用可能です。 

 (２) 送付による開示請求の場合 

   死者情報開示請求書を送付して死者情報の開示請求をする場合には、５(１)のア～ウの確認書類を複写機に

より複写したものに併せて、遺族等本人の住民票の写し（ただし、開示請求の前 30 日以内に作成されたものに

限ります。）を提出してください。 

    ※ 住民票の写しは、市町村が発行する公文書であり、その複写物による提出は認められません。住民票

の写しが提出できない場合は、開示請求窓口に事前に相談してください。 

    ※ ５(１)イの確認書類が住民票の写しである場合、複写したものの方の提出は不要です。 

   なお、個人番号カードを複写機により複写したものを提出する場合は、表面のみ複写し、住民票の写しにつ

いては、個人番号の記載がある場合、当該個人番号を黒塗りしてください。また、資格確認書等を複写機によ

り複写したものを提出する場合は、保険者番号及び被保険者等記号・番号を黒塗りにしてください。 



（Ａ４） 

 

 (３) 遺族等の代理人による開示請求の場合 

   「遺族等の状況等」欄は、代理人による開示請求の場合にのみ記載してください。必要な記載事項は、遺族

等の状況、氏名及び遺族等の住所又は居所です。代理人のうち、法定代理人が開示請求をする場合には、戸籍

謄本、戸籍抄本、成年後見登記の登記事項証明書その他法定代理人であることを証明する書類（ただし、開示

請求の前 30 日以内に作成されたものに限ります。）を提示し、又は提出してください。 

   なお、戸籍謄本その他法定代理人であることを証明する書類は、市町村等が発行する公文書であり、その複

写物による提示又は提出は認められません。 

   代理人のうち、任意代理人が開示請求をする場合には、委任状その他その資格を証明する書類（ただし、開

示請求の前 30 日以内に作成されたものに限ります。）を提示し、又は提出してください。ただし、委任状につ

いては、①委任者の実印により押印した上で印鑑登録証明書（ただし、開示請求の前 30 日以内に作成されたも

のに限ります。）を添付するか又は②委任者の運転免許証、個人番号カード（ただし個人番号通知カードは不

可）等本人に対し一に限り発行される書類の写しを併せて提示し、又は提出してください。 

   なお、委任状は、その複写物による提示又は提出は認められません。 
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様式第２-２号 開示決定通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （開示請求者）  様 

 

岩手県知事               

 

死者情報の開示をする旨の決定について（通知） 

 

    年 月 日付けで開示請求のあった死者情報については、個人情報の保護等に関する条例（令和

４年岩手県条例第49号）第11条第１項の規定によりその例によることとされる個人情報の保護に関する法

律（平成15年法律第57号）第82条第１項の規定に基づき、下記のとおり開示することに決定したので通知

します。 

記 

１ 開示する死者情報（ 全部開示 ・ 部分開示 ） 

 

 

 
 

２ 不開示とした部分とその理由 

 

 

※ この決定に不服がある場合は、行政不服審査法（平成26年法律第68号）の規定により、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３か月以内に、知事に対して審査請求をすることができます（なお、決定があっ

たことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日から起算して１年を経過し

た場合には審査請求をすることができなくなります。）。 

  また、この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）の規定に

より、この決定があったことを知った日から６か月以内に、県を被告として、盛岡地方裁判所に処分の取消しの

訴えを提起することができます（なお、決定があったことを知った日から６か月以内であっても、決定の日から

１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。 
 

３ 開示する死者情報の利用目的 

 

 
 

４ 開示の請求に係る手数料 

開示請求に係る死者情報が記録されている行政文書（  ）件×300円＝       円 
 

５ 開示の実施の方法等（裏面（又は同封）の説明事項をお読みください。） 

(１) 開示の実施の方法等 

    

(２) 窓口における開示を実施することができる日時及び場所 

   日時：                 場所： 

(３) 写しの送付を希望する場合の準備日数、送付に要する費用（見込額） 

   

  
＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 
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（様式第２-２号 説明） 

１ 「開示の実施の方法等」 

  開示の実施の方法等については、この通知書を受け取った日から30日以内に、同封した「死者情報の

開示の実施方法等申出書」により開示の実施の申出を行ってください。 

  開示の実施の方法は、通知書の５(１)「開示の実施の方法等」に記載されている方法から選択できま

す。なお、実施の方法は各実施機関の定めるところによりますので、希望する方法に対応できない場合

があります。 

  窓口における開示の実施を選択される場合は、通知書の５(２)「窓口における開示を実施することが

できる日時及び場所」に記載の日時及び場所での実施となります。記載された日時及び場所では都合が

つかない場合は、「本件連絡先」に記載した担当まで連絡してください。なお、開示の実施の準備を行

う必要がありますので、「死者情報の開示の実施方法等申出書」は、開示を受ける希望日の前日までに

は当方に届くように提出願います。 

  また、写しの送付を希望される場合は、「死者情報の開示の実施方法等申出書」によりその旨を申し

出てください。なお、この場合は、別途、送付に要する費用負担が必要となります。 

 

２ 決定に対する審査請求等 

  決定に不服がある場合には、行政不服審査法又は行政事件訴訟法により、審査請求又は取消訴訟を提

起することができます。これについて詳しくは、この通知書の「２ 不開示とした部分とその理由」の

「※」をお読みください。 

 

３ 開示の実施について 

 (１) 窓口における開示の実施を選択され、その旨「死者情報の開示の実施方法等申出書」により申し

出られた場合は、開示を受ける当日、窓口に来られる際に、この通知書をお持ちください。 

 (２) 写しの送付を希望された場合は、「死者情報の開示の実施方法等申出書」に併せて、お知らせし

た送付に要する費用を納付書により納付してください。 

 

４ 本件連絡先 

  開示の実施方法等、審査請求の方法等についてご不明な点がありましたら、本欄に記載した担当まで

お問合せください。 
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参考様式第３-２号 開示の実施方法等申出書 

 

死者情報の開示の実施方法等申出書 

年  月  日  

 岩手県知事          様 

 

                （ふりがな） 

                 氏名 

                 住所又は居所  〒   -     

                  

                 連絡先（電話番号） 

 

 個人情報の保護等に関する条例（令和４年岩手県条例第49号）第11条第１項の規定によりその例によ

ることとされる個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第87条第３項の規定に基づき、下

記のとおり申出をします。 

記 

１ 死者情報開示決定通知書の番号等 

  文書番号  

  日  付  

 

２ 求める開示の実施方法 

開示請求に係る死者情報の名称等 実施の方法 

 (１) 閲覧 ①全部 

②一部 

（                ） 

 (２) 複写した

ものの交付 

①全部 

②一部 

（                ） 

 (３) その他 ①全部 

②一部 

（                ） 

 

３ 開示の実施を希望する日 

      年  月  日   午前 ・ 午後 

 

４ 「写しの送付」の希望の有無 

  □ 有     □ 無 

 

 

  

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 
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様式第４-２号 開示をしない旨の決定通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （開示請求者）  様 

 

岩手県知事               

 

死者情報の開示をしない旨の決定について（通知） 

 

    年 月 日付けで開示請求のあった死者情報については、個人情報の保護等に関する条例（令和

４年岩手県条例第49号）第11条第１項の規定によりその例によることとされる個人情報の保護に関する法

律（平成15年法律第57号）第82条第２項の規定により、下記のとおり全部開示しないことに決定したので

通知します。 

記 

  

開示請求に係る死者

情報の名称等 

 

 

 

 

開示をしないことと

した理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 開示の請求に係る手数料 

開示請求があった死者情報に関する行政文書の数（  ）件×300円＝       円 

※ 開示請求があった死者情報に関する行政文書の数とは、あなたから開示請求があった行政文書の数

であり、岩手県において保有する行政文書の数を示すものではありません。 

※ この決定に不服がある場合は、行政不服審査法（平成26年法律第68号）の規定により、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３か月以内に、知事に対して審査請求をすることができます（なお、決定があっ

たことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日から起算して１年を経過し

た場合には審査請求をすることができなくなります。）。 

 

   また、この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）の規定によ

り、この決定があったことを知った日から６か月以内に、県を被告として、盛岡地方裁判所に処分の取消しの訴

えを提起することができます（なお、決定があったことを知った日から６か月以内であっても、決定の日から１

年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。 

 

  

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 
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様式第５-２号 開示決定等期限延長通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （開示請求者）  様 

 

岩手県知事               

 

死者情報開示決定等の期限の延長について（通知） 

 

    年 月 日付けで開示請求のあった死者情報については、個人情報の保護等に関する条例（令和

４年岩手県条例第49号）第11条第１項の規定によりその例によることとされる個人情報の保護に関する法

律（平成15年法律第57号）第83条第２項の規定により、下記のとおり開示決定等の期限を延長することと

しましたので通知します。 

記 

開示請求に係る死者

情報の名称等 

 

 

 

 

延長後の期間    日（開示決定等期限      年 月 日） 

延長の理由  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 
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様式第６-２号 開示決定等期限特例延長通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （開示請求者）  様 

 

岩手県知事               

 

死者情報開示決定等の期限の特例規定の適用について（通知） 

 

    年 月 日付けで開示請求のあった死者情報については、個人情報の保護等に関する条例（令和

４年岩手県条例第49号）第11条第１項の規定によりその例によることとされる個人情報の保護に関する法

律（平成15年法律第57号）第84条の規定により、下記のとおり開示決定等の期限を延長することとしまし

たので通知します。 

記 

開示請求に係る死者

情報の名称等 

 

 

 

 

条例第11条第１項の

規定によりその例に

よることとされる法

第84条の規定（開示

決定等の期限の特

例）を適用する理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

残りの死者情報につ

いて開示決定等をす

る期限 

（    年 月 日までに可能な部分について開示決定等を行い、残りの

部分については、次に掲載する期限までに開示決定等を行う予定です。） 

    年 月 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 
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様式第７-２号 他の実施機関の長等への開示請求事案移送書 

○○第   号  

年  月  日  

 （他の実施機関の長等）  様 

 

岩手県知事               

 

死者情報の開示請求に係る事案の移送について 

 

    年 月 日付けで請求のあった死者情報の開示請求に係る事案について、個人情報の保護等に関

する条例（令和４年岩手県条例第49号）第11条第１項の規定によりその例によることとされる個人情報の

保護に関する法律（平成15年法律第57号）第85条第１項の規定により、下記のとおり移送します。 

記 

開示請求に係る死者

情報の名称等 

 

 

 

 

開示請求者氏名等 氏名： 

住所又は居所： 

連絡先： 

 

 法定代理人又は任意代理人による開示請求の場合 

 本人の状況 □未成年者（    年 月 日生） □成年被後見人 

       □任意代理人委任者 

 本人の氏名                           

 本人の住所又は居所                       

 

添付資料等 ・開示請求書 

・移送前に行った行為の概要記録 

・ 

・ 

備考 （複数の他の実施機関の長等に移送する場合には、その旨） 

 

 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 
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様式第８-２号 開示請求者への開示請求事案移送通知書（他の実施機関の長等） 

○○第   号  

年  月  日  

 （開示請求者）  様 

 

岩手県知事               

 

死者情報開示請求に係る事案の移送について（通知） 

 

    年 月 日付けで開示請求のあった死者情報については、個人情報の保護等に関する条例（令和

４年岩手県条例第49号）第11条第１項の規定によりその例によることとされる個人情報の保護に関する法

律（平成15年法律第57号）第85条１項の規定により、下記のとおり移送したので通知します。 

 なお、死者情報の開示決定等は、下記の移送先の実施機関において行われます。 

記 

開示請求に係る死者

情報の名称等 

 

 

 

 

移送をした日     年 月 日 

移送の理由  

 

 

 

移送先の実施機関の

長等 

（実施機関の長等） 

 

 （連絡先） 

  部局課室名： 

  担当者名： 

 

  所在地： 

 

  電話番号： 

 

備考  

 

 

 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

  



（Ａ４） 

 

様式第９-２号 第三者意見照会書（法第86条第１項の例によるもの） 

○○第   号  

年  月  日  

 （第三者利害関係人）  様 

 

岩手県知事               

 

死者情報の開示請求に関する意見について（照会） 

 

 （あなた、貴社等）に関する情報が含まれている死者情報について、個人情報の保護等に関する条例（令

和４年岩手県条例第49号）第11条第１項の規定によりその例によることとされる個人情報の保護に関する

法律（平成15年法律第57号）第77条第１項の規定による開示請求があり、当該死者情報について開示決定

等を行う際の参考とするため、同条例第11条第１項の規定によりその例によることとされる同法第86条第

１項の規定に基づき、御意見を伺うこととしました。 

 つきましては、お手数ですが、当該死者情報を開示することにつき御意見があるときは、同封した「死

者情報の開示決定等に関する意見書」を提出していただきますようお願いします。 

 なお、提出期限までに意見書の提出がない場合には、特に御意見がないものとして取り扱わせていただ

きます。 

記 

開示請求に係る死者

情報の名称等 

 

 

 

 

開示請求の年月日     年 月 日 

開示請求に係る死者

情報に含まれている

（あなた、貴社等）

に関する情報の内容 

 

 

 

 

意見書の提出先  （課室等） 

 

 （連絡先） 

 

意見書の提出期限     年 月 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 



（Ａ４） 

 

様式第10-２号 第三者意見照会書（法第86条第２項の例によるもの） 

○○第   号  

年  月  日  

 （第三者利害関係人）  様 

 

岩手県知事               

 

死者情報の開示請求に関する意見について（照会） 

 

 （あなた、貴社等）に関する情報が含まれている死者情報について、個人情報の保護等に関する条例（令

和４年岩手県条例第49号）第11条第１項の規定によりその例によることとされる個人情報の保護に関する

法律（平成15年法律第57号）第77条第１項の規定による開示請求があり、当該死者情報について開示決定

等を行う際の参考とするため、同条例第11条第１項の規定によりその例によることとされる同法第86条第

２項の規定に基づき、御意見を伺うこととしました。 

 つきましては、お手数ですが、当該死者情報を開示することにつき御意見があるときは、同封した「死

者情報の開示決定等に関する意見書」を提出していただきますようお願いします。 

 なお、提出期限までに意見書の提出がない場合には、特に御意見がないものとして取り扱わせていただ

きます。 

記 

開示請求に係る死者

情報の名称等 

 

 

 

 

開示請求の年月日     年 月 日 

法第86条第２項第１

号又は第2号の規定

の適用区分及びその

理由 

適用区分  □第１号  □第２号 

（適用理由） 

開示請求に係る死者

情報に含まれている

（あなた、貴社等）

に関する情報の内容 

 

 

 

 

意見書の提出先  （課室等） 

 

 （連絡先） 

 

意見書の提出期限     年 月 日 

 

 

 

 

  

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 



（Ａ４） 

 

様式第11-２号 第三者開示決定等意見書 

 

死者情報の開示決定等に関する意見書 

年  月  日  

 岩手県知事          様 

 

                （ふりがな） 

                 氏名 

                 住所又は居所  〒   -     

                  

                 連絡先（電話番号） 

 

    年 月 日付けで照会のあった死者情報の開示について、下記のとおり意見を提出します。 

記 

開示請求に係る死者

情報の名称等 

 

 

 

 

開示に関しての御意

見 

 

□死者情報を開示されることについて支障がない。 

 

□死者情報を開示されることについて支障がある。 

 

 (１) 支障（不利益）がある部分 

 

 

 (２) 支障（不利益）の具体的理由 

 

 

 

連絡先  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 



（Ａ４） 

 

様式第12-２号 開示決定通知を行った旨の反対意見書提出者への通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （反対意見書を提出した第三者）  様 

 

岩手県知事               

 

反対意見書に係る死者情報の開示決定について（通知） 

 

 （あなた、貴社等）から    年 月 日付けで「死者情報の開示決定等に係る意見書」の提出があ

りました死者情報については、下記のとおり開示決定しましたので、個人情報の保護等に関する条例（令

和４年岩手県条例第49号）第11条第１項の規定によりその例によることとされる個人情報の保護に関する

法律（平成15年法律第57号）第86条第３項の規定により通知します。 

記 

開示請求に係る死者

情報の名称等 

 

 

 

 

開示することとした

理由 

 

 

 

 

 

 

 

開示決定をした日     年 月 日 

開示を実施する日     年 月 日 

 ※ この決定に不服がある場合は、行政不服審査法（平成26年法律第68号）の規定により、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して３か月以内に、知事に対して審査請求をすることができます（なお、決定があっ

たことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日から起算して１年を経過し

た場合には審査請求をすることができなくなります。）。 

   また、この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）の規定によ

り、この決定があったことを知った日から６か月以内に、県を被告として、盛岡地方裁判所に処分の取消しの訴

えを提起することができます（なお、決定があったことを知った日から６か月以内であっても、決定の日から１

年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 



（Ａ４） 

 

参考様式第13-２号 

死者情報訂正請求書 

年  月  日  

 岩手県知事          様 

 

                （ふりがな） 

                 氏名 

                 住所又は居所  〒   -     

                  

                 連絡先（電話番号） 

 

 個人情報の保護等に関する条例（令和４年岩手県条例第49号）第10条第１項の規定に基づき、下記の

とおり死者情報の訂正を請求します。 

記 

訂正請求に係る死者

情報の開示を受けた

日 

    年 月 日 

 

 

開示決定に基づき開

示を受けた死者情報 

開示決定通知書の文書番号：       日付：    年 月 日 

開示決定に基づき開示を受けた死者情報の名称等 

 

 

訂正請求の趣旨及び

理由 

（趣旨） 

 

（理由） 

 

 

 

 ア 訂正請求者  □遺族等  □遺族等の法定代理人  □遺族等の任意代理人 

 イ 請求者（遺族等）本人確認書類  □運転免許証 

  □個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所記載のあるもの） 

  □在留カード、特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証明書 

  □その他（                                     ） 

 ※ 請求書を送付して請求をする場合には、加えて住民票の写し等を添付してください。 

 ウ 遺族等の状況等（法定代理人又は任意代理人が請求する場合にのみ記載してください。） 

  (ア) 遺族等の状況 □未成年者（    年 月 日生）  □成年被後見人 

            □任意代理人委任者 

    （ふりがな） 

  (イ) 遺族等の氏名 

  (ウ) 遺族等の住所又は居所 

 エ 遺族等の法定代理人が請求する場合、次のいずれかの書類を提示し、又は提出してください。 

   請求資格確認書類  □戸籍謄本  □登記事項証明  □その他（          ） 

 オ 遺族等の任意代理人が請求する場合、次の書類を提示し、又は提出してください。 

   請求資格確認書類  □委任状  □その他（                  ） 

  



（Ａ４） 

 

（参考様式第13-２号 説明） 

１ 「氏名」「住所又は居所」 

  遺族等の氏名及び住所又は居所を記載してください。ここに記載された氏名及び住所又は居所により訂正決定通知等を

行うことになりますので、正確に記入してください。また、連絡を行う際に必要になりますので、電話番号も記載してく

ださい。なお、遺族等の法定代理人又は任意代理人（以下「代理人」という。）による訂正請求の場合には、代理人の氏

名、住所又は居所及び電話番号を記載してください。 

２ 「訂正請求に係る死者情報の開示を受けた日」 

  ３①及び②に掲げる死者情報の開示の実施を受けた日を記載してください。 

３ 「開示決定に基づき開示を受けた死者情報」 

  「開示決定に基づき開示を受けた死者情報」の名称を記載してください。なお、本条例により死者情報の訂正請求がで

きるのは次に掲げるものです。 

 ① 開示決定に基づき開示を受けた死者情報（条例第11条第１項の規定によりその例によることとされる法第90条第１項

第１号） 

 ② 開示決定に係る死者情報であって、条例第11条第１項の規定によりその例によることとされる法第88条第１項の他の

法令の規定により開示を受けたもの（条例第11条第１項の規定によりその例によることとされる法第90条第１項第２号） 

４ 「訂正請求の趣旨及び理由」 

 (１) 訂正請求の趣旨 

   どのような訂正を求めるかについて簡潔に記載してください。 

 (２) 訂正請求の理由 

   訂正請求の趣旨を裏付ける根拠を明確かつ簡潔に記載してください。なお、本欄に記載しきれない場合には、本欄を

参考に別葉に記載し、本請求書に添付して提出してください。 

５ 訂正請求の期限について 

  訂正請求は、条例第11条第１項の規定によりその例によることとされる法第90条第3項の規定により、死者情報の開示

を受けた日から90日以内にしなければならないこととなっています。 

６ 遺族等の本人確認書類等 

 (１) 来所による訂正請求の場合 

   来所して訂正請求をする場合、遺族等の本人確認のため、運転免許証、個人番号カード（住民基本台帳カード（注）、

ただし個人番号通知カードは不可）、在留カード、特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証

明書等の住所・氏名が記載されている書類を提示し、又は提出してください。どのような書類が本人確認書類に当たる

のか分からない場合や、本人確認書類の提示又は提出ができない場合は、訂正請求窓口に事前に相談してください。 

  （注） 住民基本台帳カードは、その効力を失うか、個人番号カードの交付を受ける時まで個人番号カードとみなされ、

引き続き使用可能です。 

 (２) 送付による訂正請求の場合 

   死者情報訂正請求書を送付して死者情報の訂正請求をする場合には、(１)の遺族等の本人確認書類を複写機により複

写したものに併せて、住民票の写し（ただし、訂正請求の前30日以内に作成されたものに限ります。）を提出してくだ

さい。住民票の写しは、市町村が発行する公文書であり、その複写物による提出は認められません。住民票の写しが提

出できない場合は、訂正請求窓口に事前に相談してください。 

   なお、個人番号カードを複写機により複写したものを提出する場合は、表面のみ複写し、住民票の写しについては、

個人番号の記載がある場合、当該個人番号を黒塗りしてください。また、資格確認書等を複写機により複写したものを

提出する場合は、保険者番号及び被保険者等記号・番号を黒塗りにしてください。 

 (３) 遺族等の代理人による訂正請求の場合 

   「遺族等の状況等」欄は、代理人による訂正請求の場合にのみ記載してください。必要な記載事項は、遺族等の状況、

氏名及び本人の住所又は居所です。 

   代理人のうち、法定代理人が訂正請求をする場合には、戸籍謄本、戸籍抄本、成年後見登記の登記事項証明書その他

法定代理人であることを証明する書類（ただし、訂正請求の前30日以内に作成されたものに限ります。）を提示し、又

は提出してください。なお、戸籍謄本その他法定代理人であることを証明する書類は、市町村等が発行する公文書であ

り、その複写物による提示又は提出は認められません。 

   代理人のうち、任意代理人が訂正請求をする場合には、委任状その他その資格を証明する書類（ただし、訂正請求の

前30日以内に作成されたものに限ります。）を提示し、又は提出してください。ただし、委任状については、①委任者

の実印により押印した上で印鑑登録証明書（ただし、訂正請求の前30日以内に作成されたものに限ります。）を添付す

るか又は②委任者の運転免許証、個人番号カード（ただし個人番号通知カードは不可）等本人に対し一に限り発行され

る書類の写しを併せて提示し、又は提出してください。なお、委任状は、その複写物による提示又は提出は認められま

せん。  



（Ａ４） 

 

様式第14-２号 訂正決定通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （訂正請求者）  様 

 

岩手県知事               

 

死者情報の訂正をする旨の決定について（通知） 

 

    年 月 日付けで訂正示請求のあった死者情報については、個人情報の保護等に関する条例（令

和４年岩手県条例第49号）第11条第１項の規定によりその例によることとされる個人情報の保護に関する

法律（平成15年法律第57号）第93条第１項の規定により、下記のとおり訂正することと決定したので通知

します。 

記 

訂正請求に係る死者

情報の名称等 

 

 

 

 

訂正請求の趣旨  

 

 

 

訂正決定をする内容

及び理由 

（訂正内容） 

 

 

 

（訂正理由） 

 

 

 

 ※ この決定に不服がある場合は、行政不服審査法（平成26年法律第68号）の規定により、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して３か月以内に、知事に対して審査請求をすることができます（なお、決定が

あったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日から起算して1年を経

過した場合には審査請求をすることができなくなります。）。 

   また、この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）の規定に

より、この決定があったことを知った日から６か月以内に、県を被告として、盛岡地方裁判所に処分の取消し

の訴えを提起することができます（なお、決定があったことを知った日から６か月以内であっても、決定の日

から１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

  



（Ａ４） 

 

様式第15-２号 訂正をしない旨の決定通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （訂正請求者）  様 

 

岩手県知事               

 

死者情報の訂正をしない旨の決定について（通知） 

 

    年 月 日付けで訂正示請求のあった死者情報については、個人情報の保護に関する法律（平成

15年法律第57号）第93条第２項の規定により、訂正をしない旨の決定をしたので、下記のとおり通知しま

す。 

記 

訂正請求に係る死者

情報の名称等 

 

 

 

 

訂正をしないことと

した理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ この決定に不服がある場合は、行政不服審査法（平成26年法律第68号）の規定により、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して３か月以内に、知事に対して審査請求をすることができます（なお、決定が

あったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、決定があった日の翌日から起算して1年を経

過した場合には審査請求をすることができなくなります。）。 

   また、この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）の規定に

より、この決定があったことを知った日から６か月以内に、県を被告として、盛岡地方裁判所に処分の取消し

の訴えを提起することができます（なお、決定があったことを知った日から６か月以内であっても、決定の日

から１年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。 

 

 

 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

  



（Ａ４） 

 

様式第16-２号 訂正決定等期限延長通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （訂正請求者）  様 

 

岩手県知事               

 

死者情報訂正決定等の期限の延長について（通知） 

 

    年 月 日付けで訂正請求のあった死者情報については、個人情報の保護等に関する条例（令和

４年岩手県条例第49号）第11条第１項の規定によりその例によることとされる個人情報の保護に関する法

律（平成15年法律第57号）第94条第２項の規定により、下記のとおり訂正決定等の期限を延長することと

しましたので通知します。 

記 

訂正請求に係る死者

情報の名称等 

 

 

 

 

延長後の期間    日（訂正決定等期限      年 月 日） 

延長の理由  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

  



（Ａ４） 

 

様式第17-２号 訂正決定等期限特例延長通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （訂正請求者）  様 

 

岩手県知事               

 

死者情報訂正決定等の期限の特例規定の適用について（通知） 

 

    年 月 日付けで訂正請求のあった死者情報については、個人情報の保護等に関する条例（令和

４年岩手県条例第49号）第11条第１項の規定によりその例によることとされる個人情報の保護に関する法

律（平成15年法律第57号）第95条の規定により、下記のとおり訂正決定等の期限を延長することとしまし

たので通知します。 

記 

訂正請求に係る死者

情報の名称等 

 

 

 

 

法第95条の規定（訂

正決定等の期限の特

例）を適用する理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

訂正決定等をする期 

限 

    年 月 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

  



（Ａ４） 

 

様式第18-２号 他の実施機関の長等への訂正請求事案移送書 

○○第   号  

年  月  日  

 （他の実施機関の長等）  様 

 

岩手県知事               

 

死者情報訂正請求に係る事案の移送について 

 

    年 月 日付けで訂正請求のあった死者情報については、個人情報の保護等に関する条例（令和

４年岩手県条例第49号）第11条第１項の規定によりその例によることとされる個人情報の保護に関する法

律（平成15年法律第57号）第96条第１項の規定により、下記のとおり移送します。 

記 

訂正請求に係る死者

情報の名称等 

 

 

 

 

訂正請求者（遺族等）

氏名等 

氏名： 

住所又は居所： 

連絡先： 

 

 遺族等の法定代理人又は任意代理人による開示請求の場合 

 遺族等の状況 □未成年者（    年 月 日生） □成年被後見人 

       □任意代理人委任者 

 遺族等の氏名                          

 遺族等の住所又は居所                      

 

添付資料等 ・訂正請求書 

・移送前に行った行為の概要記録 

・ 

・ 

備考 （複数の他の実施機関の長等に移送する場合には、その旨） 

 

 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

  



（Ａ４） 

 

様式第19-２号 訂正請求者への訂正請求事案移送通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （訂正請求者）  様 

 

岩手県知事               

 

死者情報訂正請求に係る事案の移送について（通知） 

 

    年 月 日付けで訂正請求のあった死者情報については、個人情報の保護等に関する条例（令和

４年岩手県条例第49号）第11条第１項の規定によりその例によることとされる個人情報の保護に関する法

律（平成15年法律第57号）第96条第１項の規定により、下記のとおり事案を移送したので通知します。 

 なお、死者情報の訂正決定等は、下記の移送先の実施機関において行われます。 

記 

訂正請求に係る死者

情報の名称等 

 

 

 

 

移送をした日     年 月 日 

移送の理由  

 

 

 

移送先の実施機関の

長等 

（実施機関の長等） 

 

 （連絡先） 

  部局課室名： 

  担当者名： 

 

  所在地： 

 

  電話番号： 

 

備考  

 

 

 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

  



（Ａ４） 

 

様式第20-２号 死者情報提供先への訂正決定通知書 

○○第   号  

年  月  日  

 （他の実施機関の長等）  様 

 

岩手県知事               

 

提供をしている死者情報の訂正をする旨の決定について（通知） 

 

 （他の実施機関の長等）に提供している下記の死者情報については、個人情報の保護に関する法律（平

成15年法律第57号）第92条の規定により訂正を実施しましたので、同法第97条の規定により、通知します。 

記 

訂正請求に係る死者

情報の名称等 

 

 

 

 

訂正請求に係る死者

の氏名等死者情報を

特定するための情報 

（氏名、住所等） 

 

 

訂正請求の趣旨  

 

訂正決定をする内容

及び理由 

（訂正内容） 

 

 

 

（訂正理由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

  



（Ａ４） 

 

参考様式第 26-２号 委任状（死者情報に係る開示請求用） 

 

委 任 状 

 

 

 

 

  （代理人）住所                                  

 

       氏名                                  

 

 

 上記の者を代理人と定め、下記の事項を委任します。 

 

記 

１ 死者情報の開示請求を行う権限 

２ 開示請求に係る事案を移送した旨の通知を受ける権限 

３ 開示決定等の期限を延長した旨の通知を受ける権限 

４ 開示決定等の期限の特例規定を適用した旨の通知を受ける権限 

５ 開示請求に係る死者情報の全部又は一部を開示する旨の決定通知を受ける権限及び開示請求に係る

死者情報の全部を開示しない旨の決定通知を受ける権限 

６ 開示の実施の方法その他知事が保有する個人情報の保護等に関する規則（令和５年岩手県規則第 

号）等で定める事項を申し出る権限及び開示の実施を受ける権限 

 

 

    年 月 日 

 

 

  （委任者）住所                                  

 

       氏名                               印  

 

       連絡先電話番号                             

 

 

 （注） 以下のいずれかの措置をとってください。 

   ① 委任者の印については実印とし、印鑑登録証明書（ただし、開示請求の前 30日以内に作成さ

れたものに限ります。）を添付する。 

   ② 委任者の運転免許証、個人番号カード（ただし個人番号通知カードは不可）等本人に対し一

に限り発行される書類の複写物を添付する。  



（Ａ４） 

 

参考様式第 28-２号 委任状（訂正請求用） 

 

委 任 状 

 

 

 

 

  （代理人）住所                                  

 

       氏名                                  

 

 

 上記の者を代理人と定め、下記の事項を委任します。 

 

記 

１ 死者情報の訂正請求を行う権限 

２ 訂正請求に係る事案を移送した旨の通知を受ける権限 

３ 訂正決定等の期限を延長した旨の通知を受ける権限 

４ 訂正決定等の期限の特例規定を適用した旨の通知を受ける権限 

５ 訂正請求に係る個人情報を訂正する旨の決定通知を受ける権限及び訂正請求に係る個人情報を訂正

しない旨の決定通知を受ける権限 

 

 

    年 月 日 

 

 

  （委任者）住所                                  

 

       氏名                               印  

 

       連絡先電話番号                             

 

 

 

 

 

 （注） 以下のいずれかの措置をとってください。 

   ① 委任者の印については実印とし、印鑑登録証明書（ただし、開示請求の前 30日以内に作成さ

れたものに限ります。）を添付する。 

   ② 委任者の運転免許証、個人番号カード（ただし個人番号通知カードは不可）等本人に対し一

に限り発行される書類の複写物を添付する。  



（Ａ４） 

 

様式第32-２号 諮問書（開示決定等） 

○○第   号  

年  月  日  

 

 岩手県情報公開・個人情報保護等審査会 御中 

 

岩手県知事               

 

 

諮 問 書 

 

 個人情報の保護等に関する条例（令和４年岩手県条例第49号）第11条第１項の規定によりその例による

こととされる個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第78条第１項第４号に規定する開示決

定等について、別紙のとおり、審査請求があったので、同条例第12条第１項第４号の規定に基づき諮問し

ます。 

  



（Ａ４） 

 

様式第 32-２号 諮問書（開示決定等）（別紙） 

 

（別紙） 

１ 審査請求に係る死者

情報の名称等 

 

２ 審査請求に係る開示

決定等 

 

（開示決定等の種類） 

□開示決定 

□一部開示決定 

（該当不開示条項） 

□不開示決定 

（該当不開示条項） 

(１) 開示決定等の日付、記号番号 

 

(２) 開示決定等をした者 

 

(３) 開示決定等の概要 

３ 審査請求 (１) 審査請求日 

 

(２) 審査請求人 

 

(３) 審査請求の趣旨 

 

４ 諮問の理由  

５ 参加人等  

６ 添付書類等 ① 死者情報開示請求書（写し） 

② 死者情報の開示をする旨の決定について（通知）（写し）又は死者

情報の開示をしない旨の決定について（通知）（写し） 

③ 審査請求書（写し） 

④ 弁明書 

⑤ 開示の実施を行った死者情報が記載された行政文書等（写し） 

⑥ その他参考資料 

７ 諮問実施機関等担当

課、担当者名、電話番

号、ＦＡＸ番号、メー

ルアドレス、住所等 

 

  （注１） ２の「（開示決定等の種類）」については、該当する開示決定等の□をチェックすること。また、一部開

示決定又は不開示決定の場合には、該当不開示条項（個人情報の保護等に関する条例第 11 条第１項の規定によりそ

の例によることとされる個人情報の保護に関する法律第 78条第１項各号、第 81 条又は文書不存在）を記載するこ

と。 

  （注２） ４の「諮問の理由」については、例えば、「原処分維持が適当と考えるため。」、「全部開示とすること

が適当と考えるが、第三者の反対意見書が提出されているため。」など、諮問を必要とする理由を簡潔に記述する

こと。 

  （注３） ６の⑥の「その他参考資料」とは、例えば、第三者から反対意見書が提出されている場合の当該反対意見

書や、行政不服審査法第 11 条の総代、第 12 条の代理人又は第 13 条の参加人の選任又は決定がなされている場合の

それを示す書面、個人情報の保護等に関する条例第 11 条第１項の規定によりその例によることとされる個人情報の

保護に関する法律第 83 条第２項又は第 84 条の規定に基づく開示決定等の期限に係る通知の写し等である。 



（Ａ４） 

 

様式第33-２号 諮問書（訂正決定等） 

○○第   号  

年  月  日  

 

 岩手県情報公開・個人情報保護等審査会 御中 

 

岩手県知事               

 

 

諮 問 書 

 

 個人情報の保護等に関する条例（令和４年岩手県条例第49号）第11条第１項の規定によりその例による

こととされる個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第94条第１項に規定する訂正決定等に

ついて、別紙のとおり、審査請求があったので、同条例第12条第１項第４号の規定に基づき諮問します。 

  



（Ａ４） 

 

様式第 33-２号 諮問書（訂正決定等）（別紙） 

 

（別紙） 

１ 審査請求に係る死者

情報の名称等 

 

２ 審査請求に係る訂正

決定等 

 

（訂正決定等の種類） 

□訂正決定 

□不訂正決定 

 

(１) 訂正決定等の日付、記号番号 

 

(２) 訂正決定等をした者 

 

(３) 訂正決定等の概要 

３ 審査請求 (１) 審査請求日 

 

(２) 審査請求人 

 

(３) 審査請求の趣旨 

 

４ 諮問の理由  

５ 参加人等  

６ 添付書類等 ① 死者情報訂正請求書（写し） 

② 死者情報の訂正をする旨の決定について（通知）（写し）又は死者

情報の訂正をしない旨の決定について（通知）（写し） 

③ 審査請求書（写し） 

④ 弁明書 

⑤ その他参考資料 

７ 諮問実施機関等担当

課、担当者名、電話番

号、ＦＡＸ番号、メー

ルアドレス、住所等 

 

  （注 1） ２の「（訂正決定等の種類）」については、該当する訂正決定等の□をチェックすること。 

  （注２） ４の「諮問の理由」については、例えば、「原処分維持が適当と考えるため。」など、諮問を必要

とする理由を簡潔に記述すること。 

  （注３） ６の⑤の「その他参考資料」とは、例えば、行政不服審査法第 11 条の総代、第 12 条の代理人又は

第 13 条の参加人の選任又は決定がなされている場合のそれを示す書面、個人情報の保護等に関する条例第 11

条第１項の規定によりその例によることとされる個人情報の保護に関する法律第 94 条第２項又は第 95 条の

規定に基づく訂正決定等の期限に係る通知の写し等である。なお、審査請求人から訂正請求の趣旨・理由を

根拠付ける資料が提出されている場合には、当該根拠資料を添付する。 

  



（Ａ４） 

 

様式第35-２号 諮問書（開示請求・訂正請求に係る不作為） 

○○第   号  

年  月  日  

 

 岩手県情報公開・個人情報保護等審査会 御中 

 

岩手県知事               

 

 

諮 問 書 

 

 個人情報の保護等に関する条例（令和４年岩手県条例第49号）第11条第２項に規定する死者情報の開示

請求等に係る不作為について、別紙のとおり、審査請求があったので、同条例第12条第１項第４号の規定

に基づき諮問します。 

  



（Ａ４） 

 

様式第 35-２号 諮問書（開示請求・訂正請求に係る不作為）（別紙） 

 

（別紙） 

１ 開示請求[訂正請求]

に係る死者情報の名称

等 

 

２ 審査請求に係る開示

請求［訂正請求］ 

 

(１) 開示請求［訂正請求］の日付、受付番号等 

 

(２) 開示請求［訂正請求］の宛先 

 

３ 補正に要した日数、

開示決定等[訂正決定

等]の期限 

 

４ 審査請求 (１) 審査請求日 

 

(２) 審査請求人 

 

(３) 審査請求の趣旨 

 

５ 諮問の理由  

６ 参加人等  

７ 添付書類等 ① 死者情報開示請求書［訂正請求書］（写し） 

② 審査請求書（写し） 

③ 弁明書 

④ その他参考資料 

８ 諮問実施機関等担当

課、担当者名、電話番

号、ＦＡＸ番号、メー

ルアドレス、住所等 

 

  （注１） １の「開示請求［訂正請求］に係る死者情報の名称等」については、開示請求の場合には当該開示

請求に係る死者情報の名称を、訂正請求の場合には当該訂正請求に係る死者情報の名称を記述すること。 

  （注２） ３の「補正に要した日数、開示決定等[訂正決定等]の期限」については、補正を求めた場合には当

該補正に要した日数を、個人情報の保護等に関する条例第 11 条第１項の規定によりその例によることとされ

る個人情報の保護に関する法律第 83 条第２項[同法第 94 条第２項]の規定による期間の延長を行った場合に

は開示決定等[訂正決定等]の期限を、個人情報の保護等に関する条例第 11 条第１項の規定によりその例によ

ることとされる同法第 84 条の規定が適用された場合には残りの死者情報について開示決定等をする期限[個

人情報の保護等に関する条例第 11 条第１項の規定によりその例によることとされる同法第 95 条の規定が適

用された場合には訂正決定等をする期限]を、それぞれ記述すること。 

  （注３） ５の「諮問の理由」については、例えば、「開示請求から相当の期間（※）が経過していないと考

えるため。」など、諮問を必要とする理由を簡潔に記述すること。 

   （※）行政不服審査法第３条に規定する「相当の期間」を指す。以下同じ。 

  （注４） ７の③の「理由説明書」においては、例えば、開示請求から相当の期間（※）が経過していないと

考える理由について、個人情報の保護等に関する条例第 11 条第１項の規定によりその例によることとされる

個人情報の保護に関する法律第 84 条の規定が適用された場合には、同条を適用した理由、同条の「相当の期



（Ａ４） 

 

間」として設定した期間の妥当性などを具体的に記述すること。 

  （注５） ７の④の「その他参考資料」とは、例えば、第三者から反対意見書が提出されている場合の当該反

対意見書や、行政不服審査法第 11 条の総代、第 12 条の代理人又は第 13 条の参加人の選任又は決定がなされ

ている場合のそれを示す書面、個人情報の保護等に関する条例第 11 条第１項の規定によりその例によること

とされる個人情報の保護に関する法律第 83 条第２項又は第 84 条の規定に基づく開示決定等の期限に係る通

知の写し等である。 

  



（Ａ４） 

 

様式36-２号 諮問をした旨の通知書（審査請求人等） 

○○第   号  

年  月  日  

 （審査請求人等）  様 

 

岩手県知事               

 

岩手県情報公開・個人情報保護等審査会への諮問について（通知） 

 

    年 月 日付けの（実施機関の長等）に対する審査請求について、下記のとおり岩手県報公開・

個人情報保護等審査会に諮問したので、個人情報の保護等に関する条例（令和４年岩手県条例第49号）第

11条第８項の規定によりその例によることとされる個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）

第105条第２項の規定により通知します。 

記 

審査請求に係る死者

情報の名称等 

 

 

 

 

審査請求に係る開示

決定等[訂正決定等] 

 

 

 

 

審査請求 (１) 審査請求日 

 

 

(２) 審査請求の趣旨 

 

 

諮問日・諮問番号     年 月 日  諮問第 号 

 

 

 

＜本件連絡先＞ 岩手県    部    課（    担当） 

        担当者名： 

 電話：              FAX：         

 E-mail： 

 

 

（注1） 「審査請求に係る開示決定等[訂正決定等]」の欄については、開示決定等[訂正決定等]の日

付・記号番号、開示決定等[訂正決定等]をした者、開示決定等[訂正決定等]の種類（開示決定、不

開示決定等）を記載する。 

（注2） 「諮問日・諮問番号」の欄は、岩手県情報公開・個人情報保護等審査会が付す番号である。 



様式第 37 号 行政文書の写し等の交付申込書 

年  月  日  

 

 岩手県知事         様 

 

                      住所又は居所 

                      氏名 

                      連絡先（電話番号） 

 

行政文書の写し等の交付等申込書 

    年 月 日付け  第   号で通知のあった行政文書について、次のとおり写し等の交

付等を申し込みます。 
 

行 政 文 書 の 表 示 区   分 金  額 

 １ 写しの交付 

２ 複製物の交付 

３ 紙等に出力したものの写し

の交付 

 

円 

 

 １ 写しの交付 

２ 複製物の交付 

３ 紙等に出力したものの写し

の交付 

 

円 

 

 １ 写しの交付 

２ 複製物の交付 

３ 紙等に出力したものの写し

の交付 

 

円 

 

合 計 円 

備考１ 太線内のみ記載してください。 

  ２ 「区分」欄は、該当する番号を○印で囲んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員記載欄 

備 
 

考 

  
公
印
承
認 

 
 出納員      出納員補佐 

 

 

 

 

（Ａ４） 

  



 

 

様式第 37-２号 手数料等領収票 

 

手数料等領収票 

年  月  日  

納入者御名前  様 

摘 要 

開示の請求に係る手数料  円 

写し等の送付に要する費用  円 

計   円 

 上記のとおり領収しました。 

（所属） 出納員  （氏 名） 印 

（Ａ５） 

  



 

 

様式38号 苦情申出処理票 

苦情申出処理票 

 

受付年月日     年 月 日 

受付者 所属 

職 

氏名 

電話番号 

 

 

 

 

受付の区分 □来庁    □電話    □ その他（                ） 

苦情申出者 住所 

（ふりがな） 

氏名 

電話番号 

 

 

 

 

苦情に係る個人

情報を取り扱っ

ている所属等 

部局等名 

室課等名 

電話番号 

 

 

 

苦情の内容  

苦情に対する処

理の経過及び結

果 

 

 (注) 欄が不足する場合は適宜別紙に記載すること。 

（Ａ４）  



 

 

様式39号 苦情相談処理票 

苦情相談処理票 

 

受付年月日     年 月 日 

受付者 所属 

職 

氏名 

電話番号 

 

 

 

 

受付の区分 □来庁    □電話    □ その他（                ） 

苦情相談者 住所 

（ふりがな） 

氏名 

電話番号 

 

 

 

 

苦情相談に係る

事業者の名称及

び事業分野 

事業者名 

所在地 

電話番号 

 

 

 

事業分野  □医療・福祉  □金融・信用  □情報通信 

      □その他の事業分野（                  ） 

苦情相談の内容 【相談事項】 

１ 個人情報の取得・利用に関すること 

  □目的外の取扱い（法第18条関係）  □不適正な利用（法第19条関係） 

  □不適正な取得（法第20条関係） 

２ 個人情報の管理に関すること 

  □不正確な情報（法第22条関係）  □漏えい・滅失等（法第23条関係） 

  □同意なき第三者提供（法第24条関係） 

３ 本人関与の仕組みに関すること 

  □開示、訂正、利用停止等  □苦情等の対応窓口 

４ その他 

 （                                 ） 

【相談の具体的な内容】 

苦情相談への対

応の経過及び結

果 

□他機関紹介  □指導・助言  □その他情報提供  □あっせん解決 

□あっせん不調  □処理不能  □処理不要 

【処理の具体的な経過】 

 (注) 欄が不足する場合は適宜別紙に記載すること。 

（Ａ４） 



 

 

様式 40号 

口頭提供等実施計画報告書 

 

第     号 

年  月  日 

 総務部総務室法務・情報公開課長 様 

 広域振興局経営企画部長 

広域振興局総務部長 

○○地域振興センター所長 

○○総務センター所長 

  

担 当 課 等 の 長 

 

次のとおり口頭提供等に係る事務を実施するので報告します。 

 

試 験 等 の 名 称 
 

試験等の実施日 
 

口 頭 提 供 等 を

す る 項 目 

 

口頭提供等の求め

の受付期間及び時

間 

期間      年  月  日から    年  月  日まで 

 

時間  午前・午後  時  分から午前・午後  時  分まで 

口頭提供等の実

施場所 

 

口頭提供等の実

施方法 

 

本人であることを

確認するために提

示を求める書類 

 

 

担 当 課 等 

 

係名       担当者名        内線 

 

備 考 
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